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序 文

当事業団は,昭和57年11月15日に締結 した家族計画プロジェクト協力に関す

る討議々事録(R/D)に基づき､中華人民共和国における家族計画､とくに宣

伝教育分野の技術協力を実施中であるが､調査団や日本人専門家の派遣､そし

て中国人研修員の受け入れなどの人事交流を重ねる過程において､中華人民共

和国の人口･家族計画に関連 した基礎的な調査実施の機運が盛り上 ってきた｡

このため､当事業団は､日本大学人口研究所教授小林和正氏を代表とする3

名の専門家チームを､昭和59年 1月10日から1月15日まで中華人民共和国へ派

遣 し,調査の基本方針､調査項目､日程などの基礎調査実施に係わる基本的事

項について協議を行い､実施のための覚書案をとりまとめるにいたった｡

この専門家チームの協議結果に基づき.中華人民共和国の人口問題は､たん

に同国にとってのみならず世界の人口問題を左右する重要課題であるとの認識

から,昭和58年度の人口家族計画基礎調査を中華人民共和国において実施する

こととなり､昭和59年 3月9日北京において本件調査実施に係わる｢覚書｣(p151

参照)を交換 した｡

この覚書に基づき､当事業団は日本大学人口研究所名誉所長黒田俊夫氏を回

長とする5名構成の調査団と2名の作業監理委員を.昭和59年 3月22日から4

月7日まで中華人民共和国へ派遣 し現地調査を実施 した｡

一方､中華人民共和国側 も覚書に基づき､吉林省における出生率 と生活水準

との関連調査を実施 し､その結果を分析 し,報告書をまとめた｡ このとりまと

めた結果は､プロジェクト研修員受け入れの一環として昭和59年6月11日から

6月24日まで来日した､国家計画生育委員会統計処肖振由処長他が持参 し､日

本側 との協議のほか日本の視察を実施 した｡
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本報/Ejt=書は,上述のE]中双方による現地調査により得 られたデータ､情報類

を日中共同で分析 ･検討 し､ この結果をとりまとめたものである｡本報告書が､

中華人民共和国における人口家族計画活動のよりいっそうの促進のため､また

同国に対する本件分野の技術協力を推進するための一助になれば幸いである｡

本件基礎調査の実施にあたり多大な協力をいただいた中華人民共和国政府､

および本件調査実施委託先である(財)アジア人口 ･開発協会をはじめ､国内関

係機関およびこ協力いただいた関係者各位に対 し､深甚なる謝意を表する次第

である｡

昭和59年 8月

二一′~≦__二
国 際 協 力 事 業 団

理事 中 平 立
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1. 中国人口政策の国際的意義

中国が "2人子〝政策から "1人子〝という歴史的未経験の人口政策に踏み切ったのは1979年

の9月であった (実施は1980年3月)｡ 当時､国連の内部においてすら人権という立場から､ま

た国際的にも想像を超えるものとして疑惑､批判さえみられた.それからわずか数年､中国のこ

の異例的と思われる人口政策を否定し､疑問を抱く人は例外的といってよいほど少なくなるとい

う大変化がみられたo中国 に学ぶべきだという意見さえ､一一部の開発途上国から聞かれるように

なった｡専門家の立場から､開発途上国において人口政策が重要な政治上の議題としてとりあげ

られないでいると､中国の先例の1人子政策がどうしても必要であることに気がつくであろう､

といった指摘さえある (LesterR Brown(ed)､StateoftheWorld 1984.1984,P.34)0

1980年春､広く人口･家族計画に関する対外関係処理のための窓口機関として中国計画生育協

会を設置したOそれから間もなく､El本側の専門家がこの協会の招待を受けて､中国における家

族計画政策のみならず､大学における人口研究､教育さらにまた遺伝学の研究の現状を視察する

機会が与えられた｡家族計画関係の専門家､人口学者､遺伝学者をふくむ大きな学際的視察団で

あった｡

これを契機としてとくに家族計画の分野における交流は急速に活発化していった｡計画生育委

員会の中央､地方のそれぞれのレヘルにおけるそれぞれ異なった担当業務に関連した研修､視察

団が招請され､また家族計画事業のための諸器材の供与も平行して行われてきている｡家族計画

業務以外にも人口学的研究､教育の分野における交流も開始された｡

以上のように､人口および家族計画の分野における日中交流はまことにめざましい展開をみせ

てきたが､さらに今回まったく新しい領域を開拓することになった｡それは､本報告書の対象と

なった日中専門家による農村出生力の共同調査研究という､今までの援助協力の範噂になかった

新しいプロジェクトである｡

第 1点は､農村における出産力に関する面接調査であるということである｡中国において行わ

れたことのない人口学的､社会学的ミクロの調査である｡

第2点は､日中専門家の共同討論､共同研究､共同分析ということである｡調査票の項目は日

本側において第 1次案を作成したが､すべて中国側の検討､そしてまた討論を通じて最終的に決

定された｡画期的な国際協力の方式であり､また新規の協力分野として注目される｡

中国の人口問題､とくに人口増加抑制は､中国にとっては重大な経済的､社会的課題である｡

食糧問題の観点からのみならず､4つの現代化遂行のための基本間超として､中国の重点課題と

なっている｡人口10鮭という巨大人口国における人口増加抑制は､きわめて至難な政策目標であ

ることは､国際的にも広く認められていた｡それは､人口の大部分が農民によって占められてお
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り､しかも伝統的に多子多福の思想の強かった中国社会においてその人口があまりにも巨大であ

り､家族計画といった理念の普及がきわめて困難であると考えられていたからである｡

そのような障害のきわめて多い中国において､しかも先例のまったくない ､1人子〝というド

ラスティックな政策の可能性が立証されるならば､それは中国にとってのみならず､アジアの多

くの開発途上国を大きく勇気づける先駆例となるであろう｡それだけではない｡世界人口増加率

の緩和に直接貢献することとなる｡

1976年の中国人口増加率は2.6%であった｡そして､今日では1.1%と半分以下に激減してい

る010位の人口の2.6%は2.600万､1.1%ならば1,100万人である｡1984年の世界人口は47億

6.000万人､そして1年間の増加数は7,900万人と推計されている｡単純に､中国の人口増加が

2,600万人から1,100万人へと減少したとすると､1,500万人の減少であるから､世界人口の増加

分の約20%にあたる｡中国人口の世界人口への影響度の大きさを知ることができる｡

国連も最近における世界の人口増加率の低下が中国に負うところが大きいことを明らかにしてい

る｡そして､もし開発途上国のグル-プから中国を除外すると､国発途上国の人口増加率は､ほとん

ど変化していないことになるO中国をふくめた開発途上地域の人口増加率は1970175年の2.5%

から1980-1985年の2%へと顕著な低下を示したことになるが､中国を除くとその増加率は2.5

%から2.4%への低下にすぎない (UnitedNations,ReviewandAppraisaloftheWorld

PopulatinPlanofAction,ReportoftheSecretary-General,E/CONF 76/PC/10.2

December1983,PP28-31)｡

2.生活水準の上昇と出生率 との関係に関する
実地調査の意義- 中国人口政策の転換期-

中国の出生率は1969年から1979年までの10年間に34.3から17.9(人口千人当たり)へと､ほ

とんど半減に近い減少を示したO自然増加率はこの期間に26.2から11.7へと半分以下 (減少率

55%)に激落した｡1950年代の高出生率下の出生児が結婚年齢に到達したため､1981年､1982

年にはそれぞれ20.9､21.1の出生率へと反騰､また自然増加率も14.55､14.49へと上昇を示

したが､これは一時的なものと思われる｡

しかし､いずれにしても1970年代の出生率低下はめざましく､それに匹敵する前例として第2

次大戦後の日本の出生率低下をあげることができよう01947年の出生率34.3は､1957年に17.3

となり､半減した｡期間も10年間､出生率水準もまったく同じである｡22年前の日本にみられた

とまったく同じ経験が中国において繰り返されたことになる.

日本の場合､この出生率激蕗のあとしばらく安定期にはいり､さらに出生ブーム期出生児の結

婚期到来による若干の反騰期があるoそして､第2次の出生率低下が始まったのは､1983年以降

である｡したがって､最初の出生率激蕗が終わってから､第2次の出生率低下が始まるまでには
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約16年間の休止期がある｡高出生率が低下を開始するとき､その初期における低下はめさましい､

というのが一般的傾向であるOある水準まではいっきょに低下するが､それ以降ある期間鈍化す

る傾向がみられるOそれは､家族計画が受け入れられやすい年齢､社会階層､地域においてまず

それが実現されるため､出生率のめざましい低下が生ずるが､それ以降は家族計rEtuの浸透 しにく

い年齢､社会階層､地域が対象となってくるからであるo

中国では､すぼらしい出生抑制の第 1段階を､きわめて短い期間に完成させることに成功した

といえよう.いいかえれば､出生抑制の新しい第 2段階に直面するにいたったように思われる｡

それは人口政策の転換期ともよぶことができる｡

しかし､中国のような政治体制下における人口政策は､中央から末端にいたるまで徹底 したシ

ステマテ ィックな計画生育の行政指導が行われているものと予想されるたけに､それが経済的特

性であろうと社会的特性であろうと､いわゆる差別出生力は存在 しないものと考えられていたo

Lかし､中国政府の国勢調査結果やそれと関連しての人口動態統計が発表されるとともに､差

別出生力が中国においても明らかに存在することがしだいに明らかになってきた｡今回の出産力

調査に開通して､四川省成都や湖北省武漢のそれぞれの大学 (四川大学､武漢大学)､の教授や計

画生育委員会の専門家との懇談を通じて､われわれの社会の経験にみられたと同様な差別ILli生力

の発生を理解することができたoこの点についてはさらに後に述へるが､ こ こでは=E吉林省の出生

力がきわだって低いことをあげるにとどめておこう｡

1981年の吉林省の普通出生率は17.67であって､21省のなかで最低である｡上海市 (16.14)､

北京市 (1755)より若干高いが天津市 (18.60)よりも低い｡もっとも高いのは貴州省で27.89

となっている.また､再生産年齢女子人口 (15-49歳)に対する出生数の割合 (総出生率)を計

算 してみると､吉林省は64.6で21省のなかで最低で､最高は貴州省の 121.5であって､吉林省

の約 2倍である (中国 1982年人口普査 10%柏手羊資料､1983年10月､北京｡ 普通出生率は473

ペ-ジ､総出生率は26-27ページの衷 10より計算)0

われわれの調査の基本目的は､ このような全国の地域別にみられる出生格差を ミクロの調査を

通 じて見出し､転換期の人口政策の新 しい手かかりを探求することにある｡

今回の調査でなお果たしえなかった調査研究課題は､行政指導の地域差ということであるoな

んらかの目的をもった行政指導の効果は､指導の効率的密度と住民の反応能力に依存する｡指導

が拙劣であり､熱意が欠如し､住民の適応能力が低ければ､その効果はきわめて薄く､その反対

に密度の高い効率的な指導と住民の高い適応能力の下ではその効果はきわめて大きい｡計画生育

の効果についても同様である｡成都の四川財経学院の劉教授も人民の教育水準と計画生育行政の

効果との関係について指摘されていた｡

これからの中国の人口政策は､述べてきたような出生力の格差の要因 - 経済的､社会的要因

のみならず､行政的要因をふくめて- を明らかにし､そこに焦点をおいた政策を効率的に実行

することにある｡ここに､中国の人口政策の転換期があるといえるだろう｡
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第 2章

中国の概要





1. 国土および一般概要

人口をふくむ一般概要は下表のとおりである｡(ただし､主要指標は台湾を除く)

▼国土および自然や源 (1982年末)

人 口

絵人口 】0億 1.541万人

人口密度 106人/kni

国 土

総面積 960万k㌶(日本の約26倍)

国土面積のうち各種土地比率

山

同

盆

地

原

地

平 原 12%

丘 陵 10%

*耕地面積は 104% (水田 12.6%､畑地 .78%)

鉱産資源

石鹸埋蔵量 7,421億 トン

鉄鉱石埋蔵量 4475億 トン

(中国統計年鑑､83年)

気候は､寒温帯､申温帯､暖温帯､亜熱帯､熱帯､脅威高原帯 (地区)に分かれる｡

▼中国の気候区分



行政区 としては､3特別市､21省､5自治区に分かれている｡(章末地図参頗)

省級単位数およびその名称 地区級単位数 市 数 県 級単位数 市
轄区数市 省直轄市

地州轄市総 計 30 2】0 242 log 13

3 2,133 527北 京 市

lO ー2 2 10

9 10夫 津 市

5 l3河 北 省 1

40 39山 西 省 7 7 LI

3 101 15内 蒙 古 自 治 区 9 10 3 7 79

13遼 寧 省 2 13 10 3 45 4

4吉 林 省 6 9

2 7 37 9黒

近 江 省 77 14ll 77 74 65 61上 海 市 10 12江 蘇 省

64 33漸 江 省 7 9 3 6 63 13

安 徴 省 8 l4 8 6 69

34福 建 省 7 7 2 5

61 10江 内 省 6 lO

4 6 81 16山 東 省 9 13 5 8 104 24

河 南 省 10 17 6 ll l

ll 38湖 北 貧 8 l

l 6 5 73 13湖 南 省 ll 16 5 ll 87

22広 東 省 9 14 】

0 4 97 18広 西 壮 族 自 治 区 8 7 4 3 80

17四 川 省 14 13 4

9 182 22R 州 省 7 5

2 3 79 5雲 南 省 15 6 2



民族は､漢民族が全体の94%を占め､他に55の少数民族 (蒙古族､回族､ウイグル族､宙族､

舞族､壮族､布依族､朝鮮族､満族- )がいる｡

言語は中国語 (漢語)北京官話｡

また通貨は人民元で､1人民元-115円 (1984年 3月)である｡

2.政 治

(1) 政治 ･行政機構

中国共産党指導の社会主義人民共和制をとっている｡

国家体制4原則 (1.社会主義国家､2.労農無産階級専制､3.共産党指導､4. マルクス

･レーニン主義 ･毛沢東思想)が堅持されている｡

全国人民代表会議委員､国務院等行政機関の主要ポストは中国共産党 (党員約3900万人)幹部

が務めている｡

(2)主要国家機関

(D 全国人民代表会議

最高唯-の立法機関､委員 (議員)数は､約3.000人､全国各地､各職種の代表者､任期は普通

4年｡

㊤ 国務院 (行政府)

行政府最高責任者は総理｡34部､8委員会､1銀行の43行政機関がある｡

㊥ 人民法院

司法機関として､最高人民法院､各級人民法院､専門人民法院などがある｡

@ その他

中国人民政治協商会議などの組織機構あり｡
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▼政 治 指 導 体 制



▼国務院機構

新 設

鎖万 杜紫里 星陽 恒)田 ＼ノ
紀

等

挑
依

硬

李
鵬

国務院常務

会 議

(14名)

1

4
10

1

理

理
員

長

総

術

書

経

副

国

秘

0

0

0

0

国家安全部

国防科学技術工業委員会

国家経済体制改革委員会

国家計画委員会

国家経済委員会

国家科学技術委員会

国家民族事務委員会

国家体育連動委員会

国家計画生育委員会

中国人民摂行

外 交 部

国 防 部

公 安 部

司 法 部

民 政 部

内外経済貿易部

農牧漁業部

林 業 部

7K利電力部

都市農村建設

環境保護部

機械工業部

原子力工業部

- 航空工業部

電子工業部

軍需工業部(兵器工業部)

宇宙航空工業部

地質鉱山邸

石炭工業部

石油工業部

化学工業部

紡終工業部

軽工業部

冶金工業部

鉄 道 部

交 通 部

郵 電 部

財 政 部

商 業 部

文 化 部

教 育 部

衛 生 部

労働人事部

放送テレビ部

)

)

＼.ノ
)

)

)

)

)

)

)

ノヽ
)

)

ノヽ
)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

＼
ノ
)

)

)

ノヽ
)

)

)

)

)

ー

)

)

)

)

ー

)

ー

芸

彬

暢

乎

夫

毅

仁

撃

偉

倹

謙

評

之

嫡

夫

華

康

鍾

英

文

南

雄

祥

民

一
釣

光

文

克

達

英

政

治

如

呂

芳

乾

毅

之

昌

梨

1
西

紫

動

静

夢

培

学

愛

復

乃

慕

正

杏

建

心

文

沢

大

検

仲

文

東

瑛

永

泰

丙

榛

東

月

守

冷

凌

陳

趨

宋

張

方

揚

季

王

呂

呉

張

劉

排

煙

陳

何

楊

銭

丙

周

再

美

江

干

張

孫

高

唐

秦

呉

楊

李

陳

銭

楊

王

劉

朱

何

嬢

題

呉

ー

(

(

(

(

ノー

ー

(

/＼
(

(

(

(

(

l

(
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(

(
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(

(

(

(

(

(
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(

(

(

′＼

(

(

(

(

(

(注) ( )内は委員会主任､部長等 (1984.7月現在)
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3.経済 ･財政

川 主要経済指標

GNPは3,280億 ドル (81年)｡中国政府発表の社会総生産値は9,894億元(82年)で､1人当た

り生産値 (l人当たりGNPに近い)は約 487米 ドル (82年)である｡

▼国民所得と消糞､蓄積

項 E] 単位 1965年 1975年 1980年 ユ981年 1982年

国民所得 億元 1,387 2.503 3.660 3,940 4,247
指数(1952年-100)

% 197.5 384.7 5103 5392 5791

1人当たり国民所得 元/人 194 274 375 396 421

国民所得使用額 億元 1.347 2,451

消費額 982 1,621

蓄積額 365 830

#** % 271 339

〔往) 本義は国民所得指数を比較可能価格で計算したはかは､みな当年価格によった｡国民所得使用額が国

民所得総額と異なるが､これは輸出入差額と統計の誤差によるものである｡ (中国扶計年鑑､83年)

(2)経済政策

1975年､周恩来総理が､今世紀末までに ｢農業｣｢工業｣｢国防｣｢科学技術｣の 4つの現代化

を実現 し､中国を世界の前列に立たせる､という長期経済発展構想を提唱｡

文化大革命の打撃から立ち直るため､76年からの新体制は､経済重視政策を採り､この4つの

現代化を国家の最重要政策として,78年 ｢国民経済発展10カ年計画｣(76年～85年)要綱を採択

した｡

① 第 6次5力年計画

76年からの10カ年計画は､その後修正の必要が生 じたが,すでに6年が経過 していたので､10

カ年計画の修正は行わず､新たに､81年から85年の計画として ｢第6次5カ年計画｣を採用 した｡

(82年全人代第5期第 5回会議)

5カ年計画の主なる目標は､

(1)人口増加率 1.3% (85年)0
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(2)農業､工業生産額の年平均成長率4%とし､5%を目標とする｡

(3)85年の食糧生産量3億6000万 トン (生産責任制と自由化の普及によって､83年度にこ

の生産量は達成された)0

(4)都市部新規就職者2900万人 (5カ年間)｡

(5)労働者 ･職員賃金年平均4.9%増｡

(6)農民 1人当たり収入年平均6%増｡

(7)医療従事者60万人増員｡

㊥ 人民公社の解体

1958年共産党第8期中央委員会第6回総会で採択され､郷単位地域の行政と産業､教育､衛生､

文化､軍事などを総合統括した共同組織体として人民公社が設けられた｡人民公社は行政の末端

単位として､地域内の鎮 (村､部落)を生産大隊､生産隊として組紙化して､約20年を経てきた｡

81年の公社数は約54,370社o

<人民公社の平均規模>

戸数 :約3000戸

人口 :約15000

耕地 :約2000ヘクタール

組織 :約10の生産大隊 (100の生産隊)

79年､生産責任制の導入､多角経営や副業の推進などの政策がすすめられるようになり､公社

のもつ政経-体制は改善を迫られることとなったOとくに､責任制 (請負剥)､多角経営､分業化

など農業生産活動を自主的に行うことを希望する農民にとって､行政の一括指導は障害となり､

増産増収を妨げる｡

そのため､政府は人民公社制の改正を検討し､82年､新憲法において ｢人民公社は集団経済租

の一形態である (第8粂)｣とは規定 しつつも､｢県の下に郷 (人民公社規模)と鎮 (生産大隊規

模)を設け-･- (第30条)｣と､公社､大隊に代わって郷 ･鏡を打ち出した｡これによって､人氏

公社の政経 (政社)合一制度は分離され､公社は解体されることとなった｡

<旧制度>

<新制度>

(行政)区榊

(経済活動) 農工商連合公司
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▼中国の計画経済

計 画 期 年 度 備

考国 民経 済 回復 期 1949-52 1958 大躍進59-61 自然災害第 1次5カ年計画期

53-57第 2

次 58-62第 1次

調 整 期 61-65第3次5カ年計画期 66-7

0 ) 66-75 ｢

文革削第4次 71-75第5次 〝 76

-80 jOカ年計画(76-85)第

2次 調 整 期 79- )冨悪霊任制の臥 ､第6次 5カ年計画

期 81-85▼中国企業の管理体制の改

革(改革前)

(改革後)≡≡

叩 30▼企業管理の変速 一

九七八年から文化大

革



(3) 財 政

国家 予算 お よび財 政 収 支 は F表 に示 す とお りで あ る｡

▼中国の国家予算 (単位 :億元､1はマイナス)

80年度予算

〝 決算

81年度予算

" 決算

82年度予算

･′ 決算

83年度予算

〝 決算

84年度予算

出

2
･
9

5
･
9

6
･
2

5
･
0

4
･
5

3
･
3

2
･
0

2
･
5

8
･
5

歳

14

10

05

11

13

15

26

29

3

-

1

1

,

収支バランス

80

69

0

25

誹

29

瓢

43

訴

l

l▲

l

A

A

A
I

A

▼国家財政収支の構造

1979年(決算) 1980年(決算) 1981年(決算) 1982年(決

算)金 額 構成比 金 額 構成比(%) 金 額(億元) 構成比 金 額 構成比(億元) (形) (億元)

(浴) (億元) (%)1.103_3 100.0 1.085.2 100.0 I.089.

5 100.0 1,106.9 loo.0492.9 44.7 435.2

40.1 353.7 32.5 311.0 28.1537.824.6 48.82.

2 571.7 52.7 629,9 57.8 679.5 61.435

.3 3.2 43.0 4.0 73.1 6,7 42,050.0 3.84.51.273.9 loo.0 i.212.7 100.0 1.115.0 i(札0 I,136.9 loo.0

1.262.0514.9 40.Li 539.0 34.6 428.0 29.7 302.7 26.6 361.8

443.8443.8 34.83LI.8 346.4 28.6 257.

6 23.1 196.0 17.2 196.365.0443.8 34.8 119.6 9.9 97,3 8.7 56.7 5.0 4

6.570.9 5.6 73.0 6.0 73.1 6.6 50.

0 4.4 54,072.0 5.7 80.5 6.6 65.3

5.9 60.7 5.3 65.752.0 4.i 36.7 3.0 22.8

2.i 23,0 2.0 22.590.i 7.1 82.1 6.8 73.7

6.6 76.5 6.7 77.5132,l 10.4 156.3 12.9 171.4 15.4 190,0 16.7 204.

0222.7 17.5 193.8 16.0 168.0 15.1 178.7 15.

7 l78.756.9 4.5 66.8 5.5 70.9 6.4 80▲0 7.0 8

5.0170.6 -127.5 ゼ5.5 ｣ -30.0 -30.0財政収入合計1 企業収入

2.各種税収3 減価償却基金4 国庫

券発行収入5

.対外借款収入6 エ

ネルギ-･交通重点建設資金の調達財政支出

合計1 基本建設支出川 Eg家予算による基本建設投資

121 エネルギー･交通重点建設投資

(3)基本建設準備資 金と地方の予備財源に

よる投資(4) 対外借款による基本建設投資2 企業の潜在力発拍 ･技術改造費および

新製品開発費3 流動資金追加支出4 人民公社支援支出および各種農業事業費5 文化 ･教育 ･科学 ･医療 ･衛

生事業費6 国防費7 行政管理費 732345収支/ヾランス(億元)(注)i)は価償却基金に
ついては80181･82年の数字はあさらかにされていない02)81年の国庫券発行執ま4866俵元であ→たが､475億元は80年

度の財政赤字の稀頒に用いられている｡3)〔ェネルギー･交通重点建設資金)は83年度予算から新設されたものである｡なお83年度予算の〔エネルギー･交通重点建設投資)の65位元のなかには国家財政から支出されている5億元が含まれている
｡4)82年度決算は10カ月余り執行した段階での



4.産業 ･貿易

主要産業は農業､石炭等エネルギー､鞍維工業､鉄鋼等金属業､機械工業などであるか､農業

および農業関連業が主力となっているO

▼主要産業生産高

(中国統計年鑑､1983年)

就業状況については､82年の社会労働者総数 4億 4,700万人で､全国に待美

青年 (失業者)が2,000万人いるといわれ

ているO産業別就業人口は次表のとおり｡なお､中国の企業は大きく3種に分類 され､全人民

所有制(いわば国有)､集団所有制､個人所有

制に分かれている｡▼全人民所有制(国有)各部門轍且･労働者致(82年末) ▼都市集拭所
有制の織且･労働者数(82年末)(単位 :万人

)項 目 職員 ･労

働者数総 計

8.6300工

業 3,503.0建 築 業

6785農 ･林 ･水利 ･気

象 805.3運輸 ･郵電

5151商業 ･飲食業 ･

サービス業 1,1797科学 ･文教 ･

衛生 1.1750都市公益事業

137.2金 融

73.8機関団体

562.7(ltコ国経済年鑑､83年) (

単位 :万人)



(1) 鉱 業

1960年代に開発された勝利油田､大港油田などにより､65年以降､石油の自給自足が実現し､

また石炭は撫順炭田などに代表される｡しかし､石油 ･石炭ともに79年以降､伸びは大きくない｡

主要鉱産物としてははかに､タングステン､鉄､銅など｡

(2) 工 業

工業部門は経営主体が分かれており､すべての工業および建設 ･運輸部門は中央政府の直轄に

なっており､自動車､トラクター､工作機械などは省 ･直轄市･自治区が経営主体､また人民公

社や生産大隊が主体となっているものもあるO

一般的に､工業はタテ割り的で､桟につなぐインフラストラクチャーがまだ十分でないO
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vl982年の主要工業製品生産量

品 目 単 位 生 産 費 前年比伸び率(%) ..Llh H 単 位 生 産 量 前年比伸

び率(形)銑 鉄 万 l億 rrf 3.553.5 4.0 力-バイ ト 万 t万 本 l64,62 8.8粗 鋼 3.711_8

4,3 農 薬 46.2 -4.6鋼 材 2.900.

8 8.6 プラスチック 99.8 9.0石 炭 65.】3

9.0 4.8 エ チ レ ン化 学 薬 品 55.5 10_0コ ー ク ス 3.324.5 4.8 4.4

17.9擬 油 10.205_4 0.8 合 成 洗 剤

56.5 18.2天 然 ガ ス 117.3 8.0 タ イ ヤ 85

5.8 ユ7.4発 電 量 危 hvh 3.253.6 5.2合 成 繊 維 二万 l 37.I 3.5水力発電鼠トラクター 万 台 727,24.25 10.9-19.5 綿 糸綿

布 位 m 336.0lらl.2 6,05.9内 横 機 関 万 馬 力 2.287_4 14.1生 糸 万 【 3.

66 2.0機 関 車 i 481 20.9 絹 続 物
億 m 9.ll 9.1客 車 両 l,153 0.5 毛 織 物

万 m l2,310 8_9貨 車 10.560 20.3 毛 糸 万 t 8.91 16,4民 用 鉄 鋼 船 刀 ( 83.8

8.6 麻 袋ど 方 杖▲ヽ 49,704 l5.9鉱 山 奴

倫 /ノ l3.4l67.7 16.42ユ_6 丁 レラ ジ オ 万 口･ヽ亡】 560.651,703.6 3.9-

58_0金属加工機.万 台 10_05 2.4 洗 濯 槻 2

51.65 96.4自 動 車木 材 万 LTf 19.624.364.9

ll.5-H.7 扇 風 機冷 蔵 庫 878_7295,294 16.371.4セ メ ン ト 方 t 9,407,2 ll_5

カ メ ラ 方 台 85.7 37,5板 ガ ラ ス 万ケ-ス 3▲5

88.8 16.5 自 転 車 2,413.3 37.6原

塩化 学 肥 料 万 t I.600.81.299.i -12.64.8 ､ /ゝ ン時 計 万 個 1.279.33,324.

3 23.114.4チッソ肥料 1.025.7 4.1電 球 億 個 10.6. 10



(3) 農 業

農業生産の90%は食糧作物で､とくに米､小麦､とうもろこしの生産量が大きい (総生産量の

80%)｡米は食糧総生産量の43%を占め､世界最大の生産国 (約 1億5000万 トン､82年)である｡

主要農 ･水 ･林産物の生産量は下表のとおりである｡

V主要農産物･水産物･林産物生産量 (単位 万t)

品 目 1980年 1981年 198

2年食糧(根付)(注l) 32,052 32.502

35,343綿 花 270.7 29

6.8 359.8搾油作物 769.I 1.

020.5 1,181.7うち 落花生 3

60.1 382.6 391.6ナ夕ネ 238,4 406.5 5

85_6ゴ マ 25.9 51.0 34.2

ケナフ;ジュー ト 109.9

126.0 106.0東 南 25.0 25.2 27.

1椎重病 7,6 5.9 4,3慕 30.4

34.3 39.7さとうきび 2,280,8 2.966,8 3,688.

2てんさい 630.6 636.0

671.2乗タバコ 71.7 1

27,9 184.8果 物 679.3

780.1 771.3水産物 449.7 460.

5 516.0海産物 325.7 323.2 359.4

淡水産物ゴ ムアプラギリ 124.0 137.3 156.1ll.29 12.8 15.2630.3

36,0 33.9i由 茶 49.0 65.4 49.4

〔注目1) 食規には大豆､イモ規が含まれる｡ (中国統計年鑑､83年)
イ



(4) 貿 易

4つの現代化のため､技術や設備の導入｡輸出入とも日本が飛び抜けて多いo輸出は農産物､

原材料など-次産品､輸入は電気機器､農産物など国民生活品目が多い｡

中国は食糧自給を基本政策としているが､巨大な人口を擁しているため､食糧の安全保障とし

て､アルゼンチン､オ-ストラリア､カナダ､アメリカと穀物輸入の長期契約を締結している0

▼中国の貿易額の推移 (単位 :盾米 ドル)

▼中国の主要貿易品目 (中国統計

年鑑､1983年)

(単位 百万米 ドル)口｡ 目 輸 出 (FOB) uI. 目 輸 入 (FOB)1981年 1981年

金 額 シ ェア 金 額 シ ェア食 料 品 3.642

形16.3 食 料 品 2,829 %15.2果 実 .野 菜 1.050 4.7 穀 物 2.248 12.i

肉 一 魚 813 3.6 帥 284 1.5穀 物 536 2.4原 材 料 7.085 31.7 原 材 料

組物用天然繊維 3,3831.998 18.210.7生 ゴ ム 254 1.4

化学 工 業生 産品 1,344 6.0 化学 工 業 生 産品化 学 肥

料 2ー076835 ll.14.5工 業 製 品 10,216 45.7 工 業 製 品 1



5.教育 ･文化

教育普及制度はあるが､義務教育ではないO学制は､小学校 6年 (5年制の所 もある)､初級中

学 3年､高級中学 3年 (2年の所 もある)､大学 4年､他に各種専門学校 (中学 ･短期大学)があ

るO
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V各教育機関の就学状況(1981) (単位 万人)

学 校 数(校) 卒業者数 入学者数 在

学生数大学 .専科学校 704 13.96 27.88

l27.95中等学校 ll2,505 lt710.20 1.810

.43 5,014r55中等専門学校 3,132 60

.49 43.32 106.90中等技術学校 2,1

70 36.48 23.81 63.21巾等師範

学校 962 24.01 19.51 43.69普通中学 106.7ー8 1,640.29 1,740.45 4.859.56

高級中学 24,447 486.12 327.76 714.98

初級中学 82,271 1.154,17 1,412.

69 4,144.58農業 .磯業中学 2,655

9.42 26.66 48.09農業中学

2.094 7.75 14.96 26.78職業中学 561

1.67 ll.70 21.31小 学 894,074 2.075.73 2,7

49.24 14.332.83盲聾唾学校 302 0.37 0.60 3.35

幼稚園 l30.296 1.056.20



第3章

人田および人m政策





1. 人口増加の3つの段階

中国の解放以来の人口調査は､第1桓11953年､第2回1964年に次いで 1982年第3回目が実

施された｡それによると10億3188万人である｡1949年の5億 4200万人の約2倍にあたる｡こ

の約30年間における人口増加の傾向をみるとほぼ10年間の3つの異なった時代に区分すること

ができる｡第 1は1950年から1959年にいたる約10年間であって､年平均人口増加数は約2.000

万人であった｡第2は1962年から1970年にいたる期間であって､年増加数は2600万人にも適し

た激増期として特徴づけられる01971年以降今日にいたる期間は､大規模な計画生育プログラム

の開始された時期であって､その結果として年平均出生数も1950年代の水準の約2000万人にま

で減少､とくに1970年代の後半の1976-81年には年平均1-800万人にまで減少した｡年平均増

加率も1970年の2.6%が1982年には1.5%にまで低下しており､まことにドラマティックな激

蕗である｡

中国は今日では世界でもっとも総合的､かつ効果的な出生コントロール政策をもっている国で

ある｡可能な最短期間に人口増加の安定を企図した政府の断乎たる政策が確立されている｡そし

て､最近の10年間に達成された出生率のコントロ-ルと人口増加率のめざましい低下の事実に

ついては､今日では国際的にも等しくみとめられるにいたった｡

2.人口政策の展望

中国における人口政策がどのような変化をたどってきたかについて若干ふれておこう｡1950年

代の中頃に､申国政掛 ま出生コントロール促進のための政策を公式に発表した｡しかし♪政府の

指導部における人口政策についての考えかたの基本的な変化が生じたのは､1976年の文化大革命

後においてである｡ 1956年から1970年の期間においては､出生コントロール政策は､人口問題

に対する政治的､思想的立場の闘争を反映して右寄りと左寄りの間で絶えず変化を繰り返してい

たOしかし､過去10年の問においては､出生カコントロ-ルの強化を目指した政策が次第に展

開されてきた｡とくに､毛主席の死亡と"4人組〝の失脚以後において､人口政策のめざましい発

展がみられるにいたったo

中国の産児調節政策がいっそう体系的にそして活発化するにいたったのは 1970年代の初期以

降である｡政策の目的は明確になり確固たるものとなってきた｡経済の近代化と開発との関係で

の人口について新しい役割が強く認識されるにいたった0
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1976/i:の毛主輔の死亡とそれに次ぐ"4人組"の失脚のあと､農業､軍事､工業､科学 ･技術

の4つの現代化が中国の最大の擾先課題としてとりあげられたo人口問題の解決は､現代化達成

の重要な課題であることが1978年および1982年の中国の憲法において明記されるにいたった｡

胡曜邦党総書記は､共産党第 12回総会への報告において "我が国の経済的､社会的開発におい

て人口問題はもっとも貢要な関越であるO計画生育の実行は､国の基本政策の1つである 〝と述

へている｡

計画生育に対する重点指向は､中国民衆に向けての大規模な宣伝普及活動へと発展していくこ

ととなった｡計画生育は､遠隔の農村から大都市へのすべての地域にわたって､TV､ラジオ､

労働雑誌､掲示板等あらゆる機会を通じてその宣伝が強化されていった｡

計画生育の根拠もこの 10年間に移り変わりをみせてきた｡ある時には､母子福祉や保健が強

調された｡今日では､人民の生活水準の改善､急増する労働人口に対する雇用機会の造成､1人

当たりGNPの増大､ l人当たり耕作地および生産性の増大､住宅事情および衛生状態の改善と

いったことに､計画生育の理論的基辞がおかれるにいたった0

1970年代において､中国政府は計画生育の基本指針として3つの再生産のスローガンを推進

してきた｡それはいわゆる晩､稀､少であるo晩は晩婚､稀は出生間隔､少は子供数である.都

会においては男は28歳まで､女は25歳まで､農村ではそれぞれ25歳､ 23歳まで結婚をおくら

せることが勤められたO籍1子は結婚後間もなく産むことが予想されるが､次の出産との間は4

年あるいはそれ以上間隔をあけられることが奨励された｡1978年までのスローガンは"子供 1人

は少なくない､子供2人は丁度よい､しかし子供3人は多過ぎる〝｡しかし､ 1978年には "子供

1人が最善､多くても2人〝へ大転換を示すにいたった｡

しかし､さらに翌1979年にはいわゆる "1人子〝というきわめて野心的な政策に乗り出した｡

その明示的目標は2000年の中国人口の大きさを12億に安定させることにあった｡

1980年以降､この1人了政策はいくたの経済的誘因と非誘因によって促進させられてきた｡教

育､医療の無料､割当食糧の増配､月当たりの特別手当､仕事の割当についての選択性といった

特権が与えられたOあるいはまた罰則も設けられた｡

このような1人子政策推進のための特別の恩典制度の効果は否定することはできないが､今日

の中国のこのドラスティックな政策が成功をおさめつつある基本的な理由は ､組織上のネットワ

ークを通じての政府の､民衆を動員し､教育し､動機づけを行う能が *〝にあるといわれる｡中国

の出生調節プログラムは､大衆を対象にした国民的キャンペーンともっとも緊密な個人的接触を

結合したきわめてユニ-クなものである､といえるであろうO

女XuD卜Xtn.Renkou YanJlu,No2,7nstltuteOfPopulation,PeoplersUntversltyOfChina,1983

**TuanChトHslell∴lChlnalsPopulationlnPerspective,"pp69-83,ChtnaAmongtheNationsOf
thePactftc.ed HarrtsonBrown.WestrelnPress,1982
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3. 人口動態の変化

今F]では､小国の人口動態についてはかなり詳細な統計が公表されるにいたっている｡それに

よって､合計特殊出生率および普通出生率､ならびに死亡率の変化を考察してみよう｡

タヒ亡/糾ま､1950年から1957年にかけて急速な低下を示したoLかし､そのあとの数年間はい

わゆる ｢大躍進｣として知られている政治的大変動の時期であって､死亡率は2倍以上に激増し

た｡ 1962咋以降しだいに死亡率は着実な低下傾向を示し､1982年には6.6という低水準に安定

するにいたった｡過去20年間における中国の死亡率の低下は､韓国やマレ-シアにみられたと

同じような9蛸紬勺なt)のであるo

出生率は1957年と1962年の間に劇的な低下を示したが､この時期は ｢大躍進｣と対応してい

る｡この時代に洩多の混乱が生 じたO たとえは､とくに注目されるのは､この時期に7000万

人といわれるはう大な青年人口 (大都市は男性)が農村から動員されて製鋼工場､鉱山､その他

大規模建設工事に狩り出されたことである｡このことが出生率の低下に大きく貢献したことは十

分に予想されるoこの大推進とはほ平行して生じた凶作 (干魅､洪水にもとづく)は餓死者さえ

発生せしめた｡

合喜1特殊tIJ.生率は､1961年に女子1人当たり33人の出生児数という最低水準に達したが､

1963年には7.5人というかつてみられたことのない高水準に増大 したo以上のことはとくに興

味深いことである｡というのは､出生力というものは異常に低い水準にまで下げることが可能で

あること､そして同時に､状況が変化すればたちまち高水準にはね返ることができることを立証

している｡つまり､1962年には ｢大躍進｣は完全に停止､終了を告げたのである｡

1964年から1968年の問においてまた朝著な出生率の低下がみられた01967年にはこの期間で

最低水準にまで低下したが､ この低下は文化大革命の時期と一致している｡社会的､政治的大変

動が発生したこの時期において､都市での混乱はとくに著しく､このことは都市の合計特殊出生

率の低下に反映している｡ このように､中国における出生力変動が政治上の混乱､変動と深い関

係にあるように思われるO

出生率は1970年以降1980年頃まで引き続き戟著な低下を示した｡1981年に合計特殊出生率が

わずかばかり上昇したが､1980年の新婚姻法による結婚ブームが1つの原因となっているように

思われる｡結婚最低年齢がこの新婚姻法によって女子は23歳から20歳に､男子は25歳から22

歳に引き下げられた｡いいかえれば､結婚を延期していた人口が結婚し､子供を産み始めたとい

うことであるoたとえ個人の出生力水準が低く維持されていたとしても､結婚ブ-ムは出生数を

増加させることになるO

過去10年間における劇的な出生力の低落の主要因が強力な計画生育政策によることはいうま
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でもない｡中国の出生率のこのような低Fは世界に例のないものであり､わずかに日本の戦後の

出生ブームから約10年間におけるllHfi三率の半減という経験に匹敵するものであることをあげて

おこうO 日本人ロの,'i低 率は､邦2次大戦後ほう大な人口の引揚げによる結婚と出生の両者のブ

ーム結合によるものであるが､人工中絶とLtL.生コントロールが比較的教育水準の高い､しかも多

数を占める都市人｢=こよって容易に受け入れられたoLかし､中国の場合､人口の大部分は農村

人口であり､かつ数台水準が比較的低いという点において､日本と異なっていることに留意する

必要があろう｡

1964年以降における中国人Uの出生率低下には次の重要な変化が要因となっている｡第 1は

年齢構造の変化であり､第2は結婚年齢と配偶関係構造の変化であり､第3は有配偶人ロの出生

力水準の変化であるoChoの研究史によると､ 1964年から1981年の問における出生率の約半減

(42.2から206)のうち､約 17%は平均結婚年齢の と昇であり､3分の2以上は有配偶者の出

生力の減少 (避妊の実行による出生数の減少)によるものであるo

Lかし､人Uの年齢構造の変化は再生産年齢女子人口を増大､したがって出生率を高める傾向

があったか､普通をiiJi=率の変化に及はす影響はわずか14%にすぎなかったOいいかえれはEllL生

率に影響を及ぼす要因の86%は､出年率の低 Fに作用したのに対し､14%が増大に作用したと

いうことである (Cho､前掲､p.15).強力Ij.出生コントロールプロクラムと晩婚化政策は相互に

杓いまってLtlL,生率の低下をひきおこすこととなった0

1964年から1979年までの17年間に､農村の出生率は42.7から21.7へとほとんど半減したD

都市地域の出生率は1964年から1981年の間に54%の低下の示した0

4.差別出生力の存在

すでに述べてきたように､中国の出生率は異例的な速度で低下してきた.今日では韓国や台湾

の水準以下の低水準にまで低下を実現してきた｡このことは､これからの出生率の引下げが容易

でないことを示唆しているO今回の日中共同の出産力調査もこのような問題の解決の手がかりを

見出すことにあったといってもよいo

そのような手がかりの lつの有力な情報を知ることができたOそれは差別出生力の存在である.

出生力水準になんらかの格差があるとすれば､その格差を収縮させることによって全国水準の出

生力の低下を実現することが可能である｡

第 1の出生力格差は省別にみた普通出生率の格差である｡今回の調査対象地である吉林省は全

*rj>e-JayCho,Popula110llDynamicsandPoHCylnthePeople'sRepubltcofChlna,PaperPresented
atby87thAnn上-alMcellngOftheAmerlCanAcademyorPolttlCalandSoctalSclenCe.Phlladelphta.
Aprll】984.pp14
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21省のなかで最低の普通出生率を示しているo ユ981年の吉林省の普通出生率は17.67であるo

最高は貴州省の2789であって､吉林省のそれよりも60%近くも高いO上海市 (16.14)､北京市

(1755)よりも吉杯告は若干高いが､このrLGi大都市に･比較して吉林省が圧倒的に農村地域である

ことを考慮すると､吉林省の出/Ji力抑制政策に際立った特徴のあることを理解することができるO

(中国 1982年人口瞥査 10%抽出資料､1983年lO月､北東､p.473)O

さらに､1981年の有配偶女子人口に対する出生数の割合､すなわち総出生率を算定してみる

と､吉林省の地掛ま普通出生率の場合と同様である｡吉林省の総出生率は646で各省のなかで

最低であり､最高は普通,LjL,生率の場合と同様､貴州省の121.5である｡吉林省の約2倍という高

水準で著しい格差がみられる｡上海市 (53.3)､北京市 (56.8)､天津市 (60.6)に比較すると吉

林省は若干高い (前掲書､pp26-27の蓑10により計算)0

第 3は1981年に行われた人民大学人口研究所の北京市における調査である｡市の農村部の年

齢41歳の妻の平均出生児数は3.8人であるのに対して､都市部では2.3人と著しく少ない｡大

学教育の妻では1.7人､高校教育のものでは2.0人､無教育のものでは41人となっている｡35

歳の妻では､高校教育以上のものでは平均15人､初等教育では2.6人､無教育のものでは3.0

人と多くなっている041歳の妻の所得水準別にみると､世帯所得の高いものでは2.8人､中所

得では35人､低所得では43人と著しい格差がみられる.35歳の妻で高所得のグル-プのもの

は平均子供数1.9人､しかし低所得では30人となっている (RellkouYanJlu,No.1,1983およ

びLee-JayCho前出論文)0

我々の日中共同調査結果においても教育程度による出生力格差が認められる｡この点について

は､これからの分析によってよりいっそう明らかになるであろう｡

5.年齢構造の激変- 異例的高齢化

出生力の劇的な低下は､必然的に劇的な人口高齢化をもたらすことになる｡高齢化とともに年

少人口､老年人口､生産年齢人口の変化を総合的にあらわす従属人口指数もはげしい変化を示す

ことが予想されるO

国連の1980年推計 (DemographicIndlCatOrSOfCountries;EstimatesandProjectlOnS

asAssessedln1980,1982)によると次表のとおりである0 1980年の65歳以上人口の割合は

56% (1982年の人口調査の 10%抽出集計では4.91%)で､今世紀束で7.3%､そして2025年

には13.3%と他の開発途上国とは比較にならない速度で高齢化が進行する｡他方､従属人口指

数は1975年までは70以上の高水準にあるが､1980年には645､そして今後急速に低下し､今

世紀末には46.3 来世紀においても40代の異例的な低水準にとどまることが予想される｡日本

人口の従属人口指数も今世紀末までは低水準が持続するが､来世紀には急増するのに対し､中国
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人口では来世紀には日本とは反対に低水準を迎えることとなる｡日本では1950年以降高齢化が

始まったのに対し､中国では 1975年以降で､ 25年のおくれがみられる｡日本人口は1970年に

前例のない低水準の45.1に達したのに対し､中国では2000年に463となる.日本でみられた

出生率の劇的な転換とまったく同じような転換が約22年おくれて中国で生じたのにはは対応 し

て､類似した年齢構造転換か日本よりも約25年おくれて中国において経験されることは､政治

体制を超えたきわめて長期的な深いかかわりをもった歴史的文化構造を背景にしているようにも

思われる｡

中国人ロの年齢構造の変化

年 次 総 人 口(100ノラ人) 年齢構造係数 (%) 中位数年 齢 従属人口指数 (%)0--14 15-64 65以上 年少人口

老年人口 総 数ユ950 557 34.0 61.3 4.7 23.

8 55.6 7.7 63.21960 682 38.9 56.3

4.8 21.8 69.2 8.5 77.7l970 838 38

.6 56.4 5,0 20.4 68,4 8.9 77.31975 928 36.9 57.9 5.2 21.2 63.8 9.0 7

2.畠1980 995 33.6 60_8 5.6 23.0 55.3

9.1 64.51985 1.060 29.7 64.3 6.0 24

.8 46.I 9.3 55.4l990 i,128 26.2 67.4

6.4 26.7 38.8 9.5 48.32000 1ー257 24.

3 68.3 7.3 30.5 35.6 10.7 46.32010 1,365 22.I 69.6 8.3 34.4 31.7 12.0 43.7

2020 1,441 l9.6 69.2 日.2 36.8 28.2 16.2 44.52025 1,469 19.I 67.6 13.3 37.7 28.2 ･19.6 4

7.8資料 UN.DeITLOgraphlCIndtcatoTSOfCountrtes EstlmatCSandPro】ectlOnSaSAssesse
d ln1980(1982)



中田の各歳別人ロビラミ./ド

1982年全国

1,5 1,0 0.5

0.5 1.0 1.5出所 ･｢害者強国第三次人E噌 査新成果｣『経済日韓』1983

年12月13日より｡1982年7月1日の第3回人口センサスの10%抽出



附 表

裏1 中国28省､市､区別人口動態 (7987)

資料:中国1



表2 中国省､市､自治区別総出生率 (1981)

資料 中国1982年人口普査]0%抽出資料､1983年10月､北京､pp26-2
7の点10により

計算6. 人口研究

機関(1)中国人口情報資料センタ

ー(カ 設立の経緯と現

状本センターは1980年5月に発足した｡現在建築中の新ヒルは､85年末に完成予定で､広

さは3,800rn2にな

るO情報室には16名の職員がおり､経済および外国語の学習で5名が留学し

た｡図書館には10名の職員がおり､3名が留学｡5,400冊の書籍と300種の国内外雑誌を備えてい

る｡編集室には3名で､｢人口動態｣等の雑誌を2か月に1回､｢人口情報｣を2週間に1回発

行してい

る0 -49



文献技術室には12名の職員がおり､印刷やヒデオ撮影などを行っている｡

本センタ-の予算は5か年 (80-84)で約300万元で､主として建設費に当てられており､

他にUNFPAの第 日yH受助 (80-84)が103万 トル(うち､人口センター設置UNFPA予算72

ノブ5千ドル)ある｡

編集や資料収集等は､毎年凶から予算を得ているo

(彰 発行雑誌

5種類の雑誌を発行しており､

･｢人口動態｣ 国内向け､1万部､2か月に1回O

｡｢人口情報｣ 計画生育の指導者向け､2週間に1回｡

｡｢新聞切抜貼｣ 中央 ･省の新聞から人口関連の記事を抜枠編集したもの､過1回 O

･｢図書館目録j

｡英文 "ChinaPopulat10n〝と "NewsLetter"で､中国の人口事情を海外に紹介O

(2)中国人民大学人口理論研究所

0 機構と現状

中国人民大学には15学部と6研究所があり､本研究所もその1つである｡

本研究所には､講師以上のスタッフが33名おり､以下の4部門に分かれている｡

人口研究室 人口情報資料室 人口研究編集室 弁公室 (人口学部へ発展予定)

全国の30人学に人口研究室 (所)があるが､本研究所はその総括的存在である｡

70年代はソ連の研究書の翻訳が中心たったが､78年から実質的な活動を開始し､81年から人

口専攻の4年制学生の入学が始まったO

現在の学生数は､ 1年生o(83年募集しなかったため),2年生20名､3年生30名である｡

l年生は基礎､2年生で人口群論および*国 ･外国人口を教えている｡

(勤 調査活動

北京市で､5,%サンプルの出生力調査を行った｡簡単ではあるが､生活水準の調査項目も含ん

でいた｡

これは､北東市計画生育委員会と共同で行ったもので､結果は73年度の ｢人口研究｣に発表さ

れている｡
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(3)古林大学人=研究所

① 大 学

さ.:林大竹ま194rl叶/-しヒンに設＼上されたO52年に総合大学となり､現在は長春市内にある0

12･li･l部と7研究fl)了をf3L､鍬綴員は1,421名O内訳は､教授49､助教授239､講師732､助手300名

で､学年致4.576､院iL506呂である｡

(カ 人口研究所

1976年に設tTされた､当時人口研究所があるのは､人民大､北京大､広東社会科学院だけど

ったO

国外では日本 ･朝鮮 ･ソ連の､国内では果報江､吉林､遼寧の東北三省の人口と経済を研究し

ているL､

研究員12､'資料編境3､事務2､用務 1名がいるD

すでに論文を8∩､ll.'措8冊を刊行L､黒田俊夫著の ｢21世紀E]本の進路｣および ｢日本人
l｣論!ら甜訳を完了した｡1

人｢ト研究としてほ､81年5月～8月､7メリカの学名ビー･チャオ･チェン氏と開徳県で農村

調査を行い(英文板はすでに川tf)､83年にはUNFPAの援助で老年人口に関する人口調査を行

った｢

計画生育に関しては､吉林省総人口の約80%が当研究所の宣伝教育を受けた｡

棚 匹川t大学人口研究所

(力 四川大学

1905年に設立された総合大学で､日学部と7研究所を有している｡今年､図書館･法律の2学

部が新しくできる｡また､約4万点を有する歴史博物館､180万冊の古書籍を有する図書館もあ

る｡

教職員3,500名､学生 ･院生6-000名であるo

(む 人 口研究所 とその活動状況

人口研究所は79年に設立され､現在織員は24名O国内 (主として農村)と国外の人口研究を

行っている｡

-51-



1) 農村人口研究

79年以来､成都から40キロはと離れた､平地 ･LLF地 ･盆地 ･町の 4地点を選んで､人口動態

を毎年1回調査してきている｡

ここ2-3年､Li:.産請負制の導入によって農村の生産構造が変化している0人ロへの影響をと

くに研究している｡

80年から生産請負制が始まり､81年から経済的効果が現れてきた｡最初のうちは､労働力増

加の認識が広まったが､最近は技術や機械化による生産性向上の考え方が浸透してきた｡これは､

生活や生育に関する農村の考え方が変化してきたためである.

上記4モデル地域の調査方法は､役場帳簿 (経済指標に関しては利用)とは撫関係に直接調査

で行っており､Ll地域で 1,000Lu.帯であるが､現在 1,800世帯に拡大している｡

地域により出生率低Fのパターンも違っており､農業中心で人口の多い平地では計画生育も順

調に進んでいるが､林業中心の人口の少ない山地 (l人当たり4畝)では計画生育も不調であるO

年収も年々増加しているが､一番収入が多いのは山地で､人口が少ないうえ､自留地のはかに

自留林を所有しているからである｡最低は平地で､二毛作 (小麦 ･米)を行っているが､人口密

度が高いためである｡

収入の変化を示すと､生産請負制の開始以来､山地は1日2元- 4元､平地は1日0.6元-

2元である｡

2) 西南地域 ･少数民族に関する研究

少数民族においても出生率の低下が見られるが､その要因分析｡

風俗 ･習慣が出生率に及はす影響｡

婚姻制度が出生率に及ぼす影響｡

なとを研究しているO

(5)武漢大学人口研究室

0 活動状況

本研究室は､武漢大学経済学部に直属しており､79年に設立された.職員は10名 (うち教授2.

助教授2)0

(む 研究の重点

1) 湖北省農村人口

湖北省の農村人口が主たるテーマで､出生死亡､人口構造､人口と教育､人口政策､農村人口

の中小都市への流入などであるO

さらに､削 ヒ省には重工業地帯があるため､都市人口や武漢市もテーマになっているし､丘
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陵 ･山地･平地等の地理的な条件､43の小数民族についても研究を進めている0

2) 理論研究と湖北省人口の実態

湖北省計画生育委員会と密接な交流のもとに研究を進めている｡

教師と学生で行う農村調査においても､委員会との交流を持っている｡

82年の計画生育宣伝月間には､教師･学生が積極的に参加した｡

省･地区･県の計画生育委員会の会議には本研究室からも参加している｡

3) 学校教育と社会教育

学校教育としては､経済学部の学生に人Uの講座を受けさせる､短期の人口ゼミを開催するな

どで､現在3人の院生が人口学教室で学習中である.

社会教育としては､80-82年にかけ､750名が参加して7回の人口学習班を湖北省の各地区･

県で開催し､延へ8.000人が講義を受けた｡

また､人口研究は社会に向けらるへさという観点から､大学で社会人を対象とした6か月間の

計画生育委員会主催のセミを行っている｡県以上の委員会の主任が講師で､35歳以下の高等学

校卒以上の人が学習班を作っている｡現在､50名が学習中で､うち25名は女性｡人口学概論と

人口統計に重点を置いており､人口学概論としては､人口群論 (主にマルクス)､人口と経済､

人口と社会､人口と環境､人口再生産､人口思想､優生学である｡人口統計としては､人口調査

の方法､人口分析 (出生･死亡･移動)､人口推計､生命表である｡

(6)宴旦大学人口研究室

(D 設立経緯と現状

'R旦大学は1905年創立で､現在400名の教授 ･助教授､ i.000名の講師､約6.500名の学生

(うら留学生50名)がいる｡

人口研究室は1979年設立され､80年からUNFPAの第 1期援助が始まり､ 85年から第2期

援助が始まる｡研究員は現在19名で､中国の人口問題､世界人口､人口統計の三分野で研究を

進めている｡近く､研究所に昇格の予定である｡

研究室創設以来､研究と教育の両立を方針としており､経済学部の2年生以降の学生30名が

学習中であり､院生は現在3名である｡

また､現在1名がロンドンに留学中で､近くUNFPAの援助により､インド人口研究所､ソビ

エト人口センター､シカゴ大学へ各1名が留学予定である｡

他学部との協力も活発に行っており､生物学部と共同で946名の子供を対象に､3地域で優生

調査 (子どもの健康と母親の文化程度や年齢等との分析)を行ったり､数学学部との共同で人口

推計を行ったり､また歴史学部と共同で人口思想の変遷なども研究している｡

なお､80年からほコンビュ-夕の使用も始まった.
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本研究室は凶から華東地域分センターに指定されており､将来は研究員も30名にまで増やす

1'Jフi;である｡

uNFPAの援助総額は､本年末まで26万ドルで､物件費が主であるO

なお､外国機関との共同研究は､大学独自で決裁できる｡

(労 農村人口の調査研究

これまで､農村人口を主として研究してきた｡福建省の4県で約2.000人を対象に労働力調査

も行ったが､これは現在分析中であるD

対象とする農村は上海市近郊もあれは､他の華東地域の場合もあるa

出生率の差はたんに都市と農村の間たけでなく､町 (鎮)と村の間にも見られ､計画生育の進

捗と文化 ･経済要因 には相関が認められる｡

福建省の調査によると､文化 ･経済水準が高いと出生率が低く､文化 ･経済水準が低いと出生

率が高いという事実が見られた｡また､二世代にわたる漁村の調査によっても､人口政策がまっ

たくなかった場合､若い人でも希望子ども数の平均は4.7人だった｡

福建省の出生率が低下しない坪由として､1.伝統的考え方が根強い 2.漁業主体なので労働力

が必要 3.農民定年制が確立していない等があげられる｡

また､結婚年齢にも差があり､農村は小さな町に比べても1- 2歳早くなっている｡
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第4章

計画生育プログラム





1. その背景と目標

1949年､新中国成立時の人口は約5億4000万04つの現代化を描け国民経済発展10カ年計画を

打ち出した1978年の人口は約9億6000)jJ#030年足らずの間に中国人口は4億数千万増加したo

その増加率は年平均約2%｡50年代初期の人口1人当たり耕地面積が2.4畝であったものが､い

まは1.5畝､世界の平均1人当たり耕地面積の3分の1にもおよばない｡

新中国には過去2回のヘビ-ブームがあった｡しかもそのベビーブームは日本の3年程度のも

のではなく､それぞれ約9年におよぶ長期のものであった｡

50年から58年までの第1次ベビーブーム期の年平均出生数は約2000万｡62年から70年の第2次

ベビーブーム期には年平均約2600万の出生があった｡さらに71年から75年の間も年平均2000万の

出生があった｡

こうした人口は相次いで結婚適齢期を迎え､再生産人口に加わってくる｡70年代に提唱してい

たように､夫婦当たり子供2人を続けるならば､中国人口は今世紀末には15億に近づく｡4つの

現代化を推進し､人民の生活向上を図るためには､今世紀末の中国人ロを12億にとどめなければ

ならないとして､また中国人民を中国国内で養ない､生活の安定と向上を図ることを中国政府は

責任課題とし､そのため､夫婦当たり子供1人を奨励し､人口抑制を当分の間の政策として提唱

している｡

2.歴史的経緯

(1) 周総理の提唱

50年代の出生ブームに対し､周恩来総理は､衛生部や病院に計画出産や避妊の指導をするよう

指示し､｢遊学｣普及運動を行わせる一万､54年医学的理由の人工妊娠中絶を合法化､55年断種手

術の合法化などを行っている｡56年､第8回中国共産党全国代表者会議で､周総理は ｢人民の健

康と繁栄のため､母子を保護し､若い世代の養育を行うためには､適切な避学が必要である｡･･

-衛生部は関係機関と協力し､宣伝教育を行い､ この目的のための有効な手段を構ずるべきであ

る｣と政府方針のなかで発表している｡

しかし､50年代後半 ｢大躍進｣政策が開始され､､大人口は大生産を可能にするhq口は1つ､

手は2つNなどが叫ばれ､計画出産思想は圧迫された｡また､天候異変による大凶作もあり､飢
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餓と出Jii減少も計齢ti産思想を一時期抑制したoとくに60年､人口問題の権威､馬寅初北京大学

学長が解任されて以来､中国には人口増加による問題はなく､母子保健的理由の遊学という思想

が建前となったO

こうした建前のもと､60年代に入ると出射ま再び増加した｡62年､周総理は､早婚反対を含め

て再度計画出産普及を提唱した063年全国の省市地区に計画出産工作委員会を設置｡64年､中央

行政組織として､国務院に貢t画～li産弁公室が設けられ､宣伝教育活動､避妊の技術指導や器具薬

品配布などが全国的組織的に行われるようになった｡

このように､ようやく体制が整った計画出産行政も､66年から始まった文化大革命によって再

度休業状態となる｡文革中も計画出産活動は行われていたが､指導者や専門家不在のため行政組

織､病院等の専門機関がまったく機能せず､｢はだしの医者｣主体の活動であった｡

したがって､60年代のEHi生は年平均2600万という巨大な数を記録してしまったO

この巨大な出生を抑制するため､71年､第4次5カ年計画のなかで､｢1個不少､2個正好､3

個多了｣と呼びかけ､人口問鵜を考慮した計画出産政策が打ち出され､国務員直属の行政機構と

して ｢計画出産指導小袖j(挙国鋒細長)が設立された｡

73年､指導小紬は､国務院､科学院､婦女連合会､労働組合､青年団､地方省市などの代表者

から成る ｢計画出産委員会｣(華国鋒主任)を設け､旧計画出産弁公室を ｢計画出産指導′ト細弁公

室｣として政策実行の行政事務機関としたO

(2)1978年以降

78年2月､第5期全国人民代表第1回会議において､挙国鋒総理は政府方針のなかで､人口問

題の解決のための出生抑制を､｢人口増加率を3年以内に1%以下に引き下げる努力をする｣と訴

えた｡

同年5月の憲法改正で､憲法第53条に｢国家は計画生育を脚呂し､ これを推進する｣と､計画
生育は国家人民の基本であると規定した｡

また同年6月､計画出産指導′ト組の人事を改め､陳義挙副総理 (女性)を小組の主任に指命し､

国軌範第 1回計画生育指導者会議を開き､｢最好1個､最多2個｣の方針を決めた.

79年6月､第5期全人代第2回会議で､華総理はその政府活動報告 (方針)として次のように

述べている｡

｢我々は､現在の人口増加率をさらに引き下げる必要がある｡50年代､60年代の出生が多かった

ため､今後約20年間は再生産年齢人口が増大する｡したがって､人口増加率の引き下げにはいっ

そうの努力がいる｡4つの現代化の実現の速度を早め､人民の健康と福祉を増進させる上でも､

人口増加率の引き下げをゆるめてはならない｡計画生育の教育活動､衛生技術や母子保健を真剣

にすすめ､人民自らがすすんで計画生育を実行するようはからねばならない｡実行可能な措置に

おいて､子供 1人だけの夫婦には報奨を与え､子供のない老人には遂次社会保障を実行するよう
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にするO社会経済政策を計画生育に有利なように推進する.･･･ ･全国の人口増加率を今年(79',71)

は千分の10程度に下げ､今後も咋々低下させ､85年には千分の5程度にまで下げねばならない･

-｣この方針により ｢最好 1個､不正2個｣のスローカンが打ち出され､79年末までには､全国

の省市地Ig.政府､組織がこれを支持し､Fl咽 全土で1人子奨励政策が推進されることとなった｡

3. 行 政

(1) 行 政 組 織

1980年､計画生育指導小組は､その名を ｢国務院計画生育委員会｣と改称081年の全人代常務

委員会決議によって､同委員会は国務院の委員会､部と同じ国家機関となった.

同委員会主任 (大臣)は､陳慕撃主任から銭信忠(現顧問)､王偉現主任と3代目であるが､84

年4月現在の同委員全組織は次の図のようになっている｡(次自参照)

また､地方の省､特別市､自治区およびその下の地区､市､さらに下の県レベルまでに､地域

の計画生育委員会と計画生育弁公釜が設けられている｡県以下の行政単位の郷 (人民公社)政府

には計画生育め担当者が小さい郷でも2､3名はいる｡郷を形成する村､鎮 (生産大隊)にも計

画生育指導幹部が､さらに部落 (生産隊 :平均30-40戸)にも宣伝教育などを担当する計画生育

幹部がいるOただし､郷以下で計画生育に携わる幹部は専任ではないa

現在､中国の発表によると､全中国における県の数は2,138､郷 (人民公社)は約54.400､村

･鎮 (生産大隊)は約72万｡計画生育委員会の中央幹部は､中国全体の計画生育幹部敬 (専任)

を約 120万人というが､兼任の郷 ･鎮レベルの幹部や医師､はだしの医者まで入れるならば､そ

の数は膨大な数字となる｡

(2)予 算

中国の言1画生育に関する予算は公表されないoUNFPA(国連人口活動基金)の協力プロジェ

クトに対応して中国側がま1上する予算は公表されたりしているが､計画生育全体の予算は不明で

ある｡

一般に､計画生育のような愛国運動的事業は予算計上がなされていないO中央は常に省市区と

会合を持ち､その上で施策が実行される｡したがって､中央で施策が公表されると同時に地方で

その施策を即時実行することができる｡

計画生育の場合､その事業費の大半は地方地域､職域の負担によっている.1人子証の奨励金

は地域や職場､避妊器具薬品は化学工業部傘下の工場､手術や教育は病院や大学などの負担とな

るOまた､省市区計画生育委員会は省市区の負担で宣伝教育を行っており､上海市のような財政

的に恵まれた地域は､すばやく施策も宣伝教育も実施することができる｡
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中国計画 生育行政組抱 囲

(国務院 計画生育 委員会 )
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また､計画生育政策の戦略方針として､

①､計画生育執行機関､組織の確立

(む､広範な計画生育宣伝活動の展開

㊥､避妊に関する技術の向上とサ-ビス

④､母子保健､優生教育の推進

⑤､老人扶養と女児尊重

などを挙げている｡とくにスロ-カンとしては､｢晩婚､晩育､少生､優生｣を提唱している｡

(2) 組織 ネ ッ トワーク

国務院､省､特別市､自治区､専地区市､県､郷､村､鋲､街道､工場等企業体､軍隊はすへて計

画生育組織を持ち､農村部の郷 (人民公社)､都市の街道 (町)には専任または兼任の計画生育担

当職員を任命勤務させ､計画生育の組織管理を行わせている. これら計画生育の組織管理を行う

職員は､中央の方針に従いその政策を正しく伝達または執行することをもっとも重要な兼務とし､

郷など末端の専任職員はとくに人民に直接かかわる村､鎮そして部活(生産隊)の幹部をして政策

プログラムの実施に当たらせているO

(3) 宣伝教育

計画生育プログラムでもっとも重要なこととして､出版物､放送､テレビ､映画､スライド､写

真､演劇､展示会､新聞､ポスター､パンフレットなどあらゆる手段を用いて宣伝教育が行われ

ているOまた､共産党､婦女連合会､青年団､労働組合なども計画生育の宣伝教育を積極的に行

っている｡

中央の委員会宣伝教育司(王達城付司長)から末端の生産隊で宣伝教育幹部 (一般家庭の主婦)

まで含めた宣伝教育従事者は200万以上といわれる｡こうした幹部には､機関紙 ｢計画生育｣(覗

在は ｢健康報｣と合併､健康報計画生育版として発刊されている)が毎月1回または2回配布さ

れ､政策､方針､指令､具体的指導内容や方法､関係ニュ-スなどが詳しく伝達されるO

宣伝教育の内容は､中国の人口事情､人口抑制 (出生抑制)の必要性､計画生育の有益性､避

妊の方法などが主である｡したがって､末端の宣伝教育幹部には常に幹部教育を行い､人口抑制

の国家的必要性と計画生育の全体的個人的利益について人民に宣伝できるよう､また地域や家庭

の状況に合わせた指導ができるよう幹部教育をしている｡

宣伝教育の主な手段 ･方法としては､

1.宣伝教育幹部の組織化 (中央から末端までの組織ができ上っている)｡

2.国家行政機関とくに衛生部などの協力体制がある｡

3.共産党､婦女連合会､青年団､労働組合などの協力があり､宣伝教育を依頼している0
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4 テレヒ､ランオ､新聞などマスメディアの協力体制があり､全国的宣伝教育を展開して

いる｡

5.中央または地力で､映画フナルム (16ミリ)､スライドフイルム､図版などの教育資材製

作､ポスター､パンフレットなと竜伝物製作を行い､これを全国に配布している｡

6.省市区ことに独自の省伝､とくにポスター､スローガン､看板､また手拭､-ンカチ､

マッチ､扇などEl用品を用いた宣伝教育を行っているo

次に具体的事例として,北京､成都､上海の各宣伝教育センターの活動状況を述べる｡

(カ 北京計画生育室伝教育センタ ー

1)活動状況

本センターは80年3月に設立され､81年6-7月に活動を開始した｡今年(84年)はUNFPA援

助(5カ年)の最終年に当たっており､6月には総括を行う予定である｡

視聴覚機材を使って計画生育の宣伝教育を行ってきており､ これまでに全国向けソフト46本

(vTR､16ミリフイルム)を作成した｡機材は UNFPAから供与されており､その大部分は日

本製である｡

現在､職員は120名0186年に新ヒル移転の予定である｡

2)宣伝教育の機構

当センターは､計画生育の宣伝教育に関する全国の*心で､上海と成都に分センタ-､山東､

華北､吉林､天津､江蘇にさらに小さなセンターがある0

本センタ-の年間予算は､プログラム製作費が年に80-90万人民元である｡

将来は､地方の機器の修理も本センターで行う意向がある｡

(む 成郁計画生育宣伝教育サブセンタ ー

1)センター設立の経緯と現状

本センタ-ほ1980年､UNFPAの援助で設立されたoE]本､西独から視聴覚設備､フイルム､

文献等を購入し､要員訓練､機器の修理等を行ってきている｡

現在の建物 (650m2)は間借りで､今年の10月に完成予定の新センタ-は2万4000nfあり､計

画生育幹部養成､科学技術研究､宣伝教育の3つの目的を持っており､ この分センナ-は500Onf

の規模になる｡

現在､職員は80名｡うち､管理･技術系の職員15名が9か国で研修を受け､35名は国内の専門

機関で研修を受けたo同時に､国内外の専門家を招いて講習も受けている｡

機構としては4科に分かれており､

1.計画科

2.作成科 (スライド･映画･壁新聞等)
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3 宣伝科

4.設備修理科 (各種設備の管理 ･修ffif!)

このほかに､2つの弁公室 (行政弁公室･訓練弁公萎)があるOまた､カラ-印刷室もある0

2)活動状況

現在までに124種の作品を作成し､総数は印刷 ･コピーを通じて延べ600万部になるoこれら

は四川省の212の県だけでなく､他省の市 ･県にも供給されている0

内訳としては､

VTR フイルム 33本

16m/m映画フィルム 5本

スライド 15本

録音テープ 17本

給 ･図･書籍 46種

実物宣伝品 8種

となっており､その80%以上が農村向けである｡

本センタ-では末端組織要員の訓練が重要な仕事となっており､彼らはこ こで研修 ･訓練を受

け､各々地区や県に戻って活動しているO設備の仕様､使用法､修理法などについても研修して

いる｡また､四川省だ桝ことどまらず､湖北･湖南 ･雲南等の他省の幹部もすでに725名がここ

で訓練を受けた｡

さらに,研修や訓練のみでなく､本センター自身が末端活動も行っており､82年からの2年間

7地区で宣伝車を使い､延べ28の県･市､572の場所で宣伝教育活動を行った｡受けた人は延へ

180万人にのぼる｡また､今年初めからの計画宣伝月間には､延べ5万人が参加した｡

3)今後の方向

訓練の質の向上のため､下記3項を設けた｡

1.大衆の意見を聞く

2.各級の主任の意見を聞く

3.評価委員会という評価制度をつくる

あくまで大衆路線でいく方針であり､また4JrF句には ｢計画生育文芸創作座談会｣を設立し､

芸能界の人々を結束して､四川省のみでなく他省でも活動していく予定があるo

③ 上海計画生育宣伝教育サブセンター

1)現在までの活動

これまでの作品数はメディア別に､ビデオテ-プはストーリー物17本､科学物7本､ニュ-ス

物14本｡スライドは5,700本｡16mmフイルムは科学物を中心に16本Oカセットテープは30万本｡
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カセッ トテ-プは､農民がti]旭で働きながらでも聞けるように､農村では有線放送を通じて流し

ている｡

大衆の理解を得るという目的から､作品はスト-リー展開を中心としているoまた最近では､

優生･優台の重視という立場から､妊娠中の保健など､科学的内容のものが増える傾向にある｡

なお､本センターで作製した 『人之初』というTV作品が､"栄荻 1982年全国電視劇評比2等

奨〝､つまり82年全国TV番組の芸術祭で第2位になった｡

2)技術者の研修

uNFPAの P04で技術者をSonyで研修させていたが､今年末で終了し､その後は未定であ

る｡

現在､ マレーシア､フィリピンで各l名が研修中である｡外国研修に備え､職員の間では外国

語の学習が7-ムになっている｡

3)優生関係の宣伝教育

81年から開始した｡現在上海では1人子政策はすでに浸透し､重点は優生優青に移っている｡

優生優背の具体的内容としては､母子保健が中心となっている｡

(4)要員養成

中央および省市区委員会の行政において､宣伝教育と遊んで主要な業務は､専門要員の養成で

ある｡要員養成は､幹部要員養成が主であるが､宣伝教育､避妊 ･母子衛生に関する医学､人口

･統計､などがその職務El的によって組み合わされた短期研修である｡

1980年､計画生育指導幹部 (上級幹部)研修センターが南京に､医学技術研修センターが成都

に､国レベルの研修センターとして設置された｡とくに南京のセンターは､常時約200名の幹部

が､6カ月コース､10カ月コースの研修を受けている｡1984年から､この南京研修センターは3

年制の専門大学となり､人口､統計､衛生 ･医学､管理など､計画生育関係の専門家を育成する.

また､UNFPA (国連人口活動基金)､WHO､IPPF (国際家族計画連盟)などEg際機関､

日本政府(国際協力事業団)､米国関係機関などの援助協力で､長期短期の海外研修派遣も行って

いるo

Lかし要員養成の中心は､省市区レベル以下､県､地区レベルでの研修である｡地域の大学､

病院などは研修に積極的に協力するよう義務付けられており､県､地区の計画生育弁公室は､年

間の研修計画とその結果を上部機関に詳しく報告する｡
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(5) 避妊 サー ビス

1950年代 ｢遊学｣と祢して避妊サ-ビスが始められて以来､すへての避妊サルビスが無料であ

る｡

避妊方法は､IUD､ビル､不妊手術を中心に､コント-ム､外用避妊薬 (避妊薬膜､錠剤､

ゼリー薬)､妊娠中絶手術などすへての力法が全国との地域においても提供される｡これらの方法

は､本人の]t選択にまかせられているか､郷鎮レベルで指導する人の影響もあり､ところによって

は IUDやピルに片寄ることもある｡

避妊サーヒスほ､即の病院､郷の衛1:院などですへての方法が提供され､ピル､外用避妊薬､

コンドームなとは､すへての薬店､病院､衛生院､衛生処 (村､地区の診療所)に行刑ま無料で

支給され､地域 ･職域では計画生育幹部が個々に配布してまわる0

50年代末ころからピルの開発､不妊手術の研究が盛んになり､64年には全国の省市区の計画出

産工作委員会のもとで県､人民公社 (郷)の負担で､受胎調節指導､避妊器具薬品供与､手術な

どのi)-ビスを無料で行うことになったときには､ピル､iUD､外用避妊薬のすべてが中国で

生産できるようになっていたo IUf)は､リング､ループ､かソパーなど全国各地各病院で研究

開発された膨大な種規がある｡ピルは錠剤となめるペーパービルで (男性用ピルは一般使用はさ

れていない)､エストロン､プロゲステロン､エストラジオ-ルを含有のものが主である｡

薬は､大都市にある製薬工場で､国の統制のもとで生産され､省市区計画生育委員会指導によ

り各地に配布されている｡

また避妊サービスの一環として､労働条件の優遇措置があるOたとえば､IUD挿入後は1-

2日の有給休暇､女性不妊手術は3週間､男性不妊手術は l週間程度の有給休暇､人工妊娠中絶

は2週間の有給休暇が与えられ､入院料は無料､というような優遇措置である｡

こうしたサービスを行うマンパワーとしては､産婦人科医､泌尿器科医､助産士､はだしの医

者､そして器具薬品配布に任される地域 ･職域の計画生育幹部なと､約300万の人々が各々の役

割において動員されている｡

(6)｢1人子誰｣

中国言f画生育の最大の難題である ｢1人子奨励政策｣のために大変な努力がはらわれている0

1980年､上海市､北京市で作られた ｢1人子証｣(独生子証)は､全国の省市区で作られ､子供

を 1人しか産まないと約束した夫婦とその 1人子に与えられる｡赤いこの証明証は､29の省市区

の計画生育委員会が発行し､子供の姓名､性､生年月日､両親の姓名と年齢が記入されている｡

1人子証の特卿 ま､地域によって若干の違いはあるが､一般に次のようなものであるo

① 1人子保健費として､子供が16歳 (地域によっては14歳)になるまで毎月5元 (地域によ
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って差がある)か両親に支給されるo

㊥ 食糧その他の配給を､ 1人子には大人と同量とする｡

(勤 農村における自留地 (自由に耕作できる土地)を1.5倍程度与えるo

④ 保育所､託児所､幼稚園､小学校への優先入所､入学ができ､費用は無料となるo

(9 両親の年金が各々5%増額される｡

こうした特典を享受した後に､もし2人目を産むと､従来受けていた恩典は全て返還しなけれ

ばならない｡

この1人子証は､84年現在､上海市などでは､子供1人の夫婦の9割以上が受領しているとい

うように､徹底的に実施されている｡

ただし､次のような場合は2人目を産んでも良いことになっている0

G) 再婚した場合

④ 養子した後の出産

㊥ 非遺伝性 (後天的障害)によりその子が将来完全な労働者たりえない場合

④ 帰国華僑､少数民族の場合

(む 辺境地に住む場合

(7)母子保健との連携

1人子政策を推進するためには､その子が健全に育つことが保証されなければならないという

ことから､母子保健は計画生育の重安課題とされている｡したがって､衛生部の婦幼衛生 (母子

衛生)局と密接な協力体制をもち､母子の検診､妊婦検診､予防接種､母性衛生指導などを計画

生育業務の一部として行っているoとくに検診､予防接種､母性衛生教育､婚前 ･新婚教育を行

う際の動員から実務までが､計画生育の地域幹部の仕事として行われている｡

妊婦検診はほぼ日本と同様の期間で行われており､ハイリスクの妊婦は､設備の整った病院､

婦産医院で詳しい検査や指導がなされる｡

児童の予防接種は､麻疹､百日咳､脳炎､ジフテリアなど､これも日本と同様に行われている｡

保育所､託児所､幼稚園での健康管理､職場での母性保護 (月経､妊娠､産縛､授乳の4期保護)

などが計画生育と表裏一体となっている.

5. 国 際 協 力

70年代後半から積極化した中国の国際化は､人口分野でも同様で､78年以降､人口･計画生育

分野の人事往来が盛んに行われだした｡
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79年､中国はUNFPA(国連人口活動基金)に))Lr盟｡同扶余の協力により､行政官､専門家の

海外視察を行い､国際協力の必要性を確認した｡

80年9月､同基金から80年ご1月から5カ年計画5,QO0万 ドルの援助を受ける協定に中国はサイ

ンした｡

川 UNFPA (国連人口活動基金)の協力

同基金の中国援助プログラムは､80年6月の同基金世事会で決議され､同年9月､北京でサイ

ンされた｡

プT]クラムの内容は､中国の人口･計画生育プロクラムのほとんどすべてに開通するもので､

同基金拠出の5,000万 ドルに対応して中国側は予算1億4,321万 ドルを計上してスタートしたO

プログラムは､国勢調査 (82年7月実施)､人u学の研修 ･研究､計画生育サーヒスの研究 ･実

施､関係専門要員の養戒･訓練､生靖 ･避妊の研究､避妊器具薬品の研究 ･開発､そして､人口

や計画生育の宣伝教育など21項目のプロジェクトがある｡

プロジェクトは､国勢調査は国家統計局､人口研究 ･教育は教育部と大学､生殖 ･避妊研究は

科学院と研究機関､そのはかは言1画生育委員会とその関連機関と行政機関や研究機関によって実

施されているが､全体において､計画生育委員会 (事務的には委員会総合計画司(局))が総括し

ている｡

また同基金は､プログラム推進のために､北京にコーディネーターを駐在させているが､プロ

ジェクト別にWHOなどの国際関係機関にその推進を委託し､国際関係機関と中国担当機関との

協力により､プロジェクトがすすめられている｡

80-84年､同基金による中国人口計画生育援助プログラムはおよそ次のとおりであるo
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(単位1.000米ドル)

プ ロ ノ ェ ク ト 名

ロクラム準備経費 (研修､視察旅行､小機材)

口調奄 (コノヒュークー設置)

ロクラム策定､モニタリンク

避妊貝Li･'.産調査 (調査チーム)

避 W:評 価 (研 修)

人文調査の研究･教育の改善

地方トレーニングセンターの強化

成郁MCH/FP研修センター (建設)

宣伝 ･教育ネント･ワ-クの整備 (北京 ･上海.成都のセンター

の強化を中心として)

FP統計およびプログラム評価

母性およひ周産期ケア-活動向上

家族計画研究所の機能強化

発生生物学研究所の機能強化

コントーム生産･包装･品質管理

=JD生産技術導入

そう人避妊具生産 (上海での工場建設)

経口避妊薬生産 (北京での工場建設)

中 ･高等教育における人口教育の強化

人口情報センターの設立 (宣伝教育資料の出版他)

UNFPAプロジェクト実施NGOへの経費援助 (附帯経費)

プログラム附帯経費

LLI LiI

84年6月､同基金は第 2次中国援助プログラムを同基金理事会で決定 したo援助額は第 1次と

同額の 5,000万 ドル､期間も5カ年 (85-89年)､プロクラムの内容はおよそ次のとおりである｡

(ただし､実施の段階で若干の変更を含む)

A.母子保健と家族計画

サ-ビスと技術訓練

省と市レヘルにおける母子保健､家族計画のサービスの線化

県及び地域レベルにおける母子保健､家族計画のサービスの強化

医科大学三校における母子の健康菅平引こ関する卒業後の再研修

成都における母子保健､家族計画専門家の為の国家訓練センターの強化

母子保健及び家族計画の援助

計画生育行政官の研修強化

国家計画生育委員会の管理機能強化
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2.600,000-

1,080,0001

1.000,000-

850.000-

1,825,000-

350,000-



計画生育プログラム管理情報システム

計画生育プログラム調査及び評価

避妊具 ･薬供給のための管理情報システム

人的再生産と避妊具の研究

国家計画生育科学(調査)研究所 <北京>

四川計画生育科学(謁査)研究所

天津市計画生育科学(調査)研究所

広東計画生育科学(調査)研究所

避妊具 ･薬生産

IUDの生産

経口避妊薬の生産

膜坐薬及び錠剤の生産

コソド-ムの生産及び検査､包装

ステロイドの生産

避妊用貝の安全性改良

品質管理及び避妊具生産訓練センター

その他避妊具

a.人口､情報､宣伝､教育

計画生育宣伝教育ネットワ-ク

人口情報センター

中等学校における人口教育

農業発展を通じての人口教育

農業学校における人口教育

C.人口動態
人口統計･分析の訓練センタ12カ所とデータ処理の為の訓練センタ-

1カ所の設立

基本人口デ-夕の処理､広報､使用の為､国家統計局設備の改良

人口統喜i学の研究と研修

団家人口研修研究所

CASSの人口センタ-の為の人口統計の研修と研究

英語及び人口統計学の基礎科学研修センター

省の人口に関する論文の比較検討の為のプロジェクト

一69-

2,500,000-

500▲000-

300,000-

2,000,0001

1,000.000-

1,000,000-

1,500,000-

802.000-

2,057.000-

1,462.000-

2,731.000-

2.680.200-

1.169.100-

854,000-

1,300,000

小言iA 29.560,300-

5.000.000-

2.000,000-

1,200.000-

100,000-

200,000-

小計B 8.500.000-

2.000.000-

2.000,000-

4,500.000-

400,000-

500.000-

200.0001

400,000-

小計C 10.000,000-



D.人口政策の機能化と政策に関する調査

社会経済発展の為の凶家言1画に対する人u変化の分析

政策決定に係わる高齢化の調査研究

E.そ の 他

300.000-

350,000-

小計D 650.000-

1.289,700-

合 計 50.000,000-

(2)IPPF(国際家族計画連盟)等国際機関の協力

UNFPAの協力プログラムの開始と同時に､WHO､ユネスコ､ESCAPなどの国際機関 も

プロジェクト協力機関として参加しているが､その協力は同基金援助予算によるもので､独自の

援助資金はない.避妊器具などに関し協力している Populat10nCouncll､PIACTの民間機

関も同様である｡

IPPF(国際家族三七画連盟)は､世非の家族計画民間機関の連盟として､早くから中国の加盟

を呼びかけていたが,80年､中国は民間機関として中国計画生育協会を設け､81年､同協会 は

lPPFに加盟したO

これにより､lPPFの中国協力は始まり､年間約100万ドルの直接援助､日本の家族計画国際

協力財団委託援助 (83年より3年計画で100万 ドル､IPPFより同財団に資金が提供される)､

その他人的交流などが行われているo

iPPFは年間5,000万 トル強の予算を有するが､全世界の開発途上国の民間家族計画協会活動

を支援しており､とくにアジア地域は既援助対象国も多いためか､相対的には中国援助は小さい｡

84年現在までのところ､UNFAPと IPPFとの間に対中国共同プロジェクトはない｡

米国ロックフェラー財団は援助の長い歴史と実績によって､医学､生化学分野の人材養成 (栄

国留学)を行う一方､中国科学院の依頼で､発生生物学研究所建設に協力､あわせて国連人口活

動基金の依頼も受け､同研究所の施設装備の実施機関としての役割もしている｡(中国発生生物学

研究所は83年完成)

(3) 日本の協力

日本の対中国人口･言1画生育分野の協力は､UNFPA援助による中国専門家の受け入れで人事

交流が始まり､80年9月､家族計画国際協力財団と中国計画生育協会が､人事交流を主とする協

刀 (会談記要､5カ年引画に署名)を約した0

81年､日本政府 (外務省､国際協力事業団)は､中国協力のため調査鰭を派遣し､翌82年11月､

国際協力事業団 (JICA)が中国計画生育委員会と ｢中国家族計画 (計画生育)プロジェクトの
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ための技術協力｣(討議議事録--R/T)に署名)を決めた｡

事業団による協力は､82年より5カ年計画であり､計画生育 (家族計画)の宣伝教育プロジェ

クトに協力する内容のものである｡

協力内容の詳細は､事業団医療協力部の報告書 (JR､82-23､83 08等)により省略するが､

その基本計画は次のとおりである｡

<基 本 計 画>

1 日 的

本プロジェクトは､中国における家族計画宣伝教育網の整備に努めるとともに､統計 ･評

価および人材養成のレベルの向上を図り､もって日中両国政府間の技術協力を更に推進する

ことを目的とする｡

2.実 施

弁公庁は当該プロジェクトの実施に責任を負う｡

日本国政府は､JICAを通じ､日本人専門家の派遣､日本国内での研修のための中国人カ

ウンターパ-トの受入及び資機材の供与を行うことにより､中華人民共和国政府の当該プロ

ジェクトの実施に協力する｡

3.諸活動

当該プロジェクトは次の諸活動より構成される｡

(1)中国における家族計画の宣伝教育網の整備に努力する0

12) 中国における家族計画の分野での統計 ･評価のレベルを高める｡

(3)当該プロジェクトに従事する中国人カウンターパ-トの訓練を行う｡

(4) その他相互の合意による必要な関連活動

6.プログラムの地域状況

(1) 吉 林 省

① 吉林省の地理的 ･経済的背景

吉林省の総面積は29万平方キロで､人口は2,270万人(83年)｡省の東部は温暖林､西部は草原､

中央部は農業地帯となっている｡

37県､9市､約930郷､10,163村があり､小隊数711673｡都市人口は39%で､全国平均より

高 い｡

農業が主産業で､83年の食糧生産量は290億斤｡ l人当たり生産量は1,300斤で､全国平均よ
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り500斤多い｡主には､大豆､コウリャン､ トウモロコシ､米である｡

教育普及率は､小学校は100%｡初等中学 (3年制)は多いが､高等中学 (3年制)は少ない｡

大学進学者は､毎年約2万人｡

農業の生産請負制は､82年から全省に普及している｡農民の平均耕地面積は5-6畝｡

省の平均収入は､農民1人当たり年収が450元､都会はこれよりいくぶん高い｡

④ 計画生育の進展

吉林省の人口増加率について見ると､1950-60年代は自然増加率が31%｡だったが､70年代に計

画生育が実行に移され17%Oに低下､80年代は7%｡にまで下がっているO

合計特殊出生率についても､50年代の5-6から､70年代の7､83年は1.41と下がっている.

ちなみに､吉林省では79年末から1人子政策を提唱している0

83年の出生数は28Li,000だったが､このうち第1子が90%以上､第2子は1,34%､第3子以上

は141%だった｡

83年については､出生率1256%O､死亡率535%O､自然増加率7.21%Oである｡

また､15-49歳有配偶女性3,536,000人のうち､1人子を生んだ女性が974.000人､1人子証

明書をもらった女性は83jJJ人である｡

また､83年だけのデータであるが､上記353万人の女性の避妊方法は､次のようになっている｡

不妊手術 1.296.000人 (男性は約 1万人)

IUD 1.589,000̂

ピ ル I10,000人

コンドーム 77,000人

その他 24.000人

計画生育率は8ウ%になる｡

なお､上記女性を居住地別に見ると､農村が2,104.000人､都市862.000人､鎮570,000人で

ある｡

また､乳児死亡率については､他省に比へ低く､吉林省で32万人を対象に調査した結果では20

%0､82年国勢調査の結果では18%oとなっているO

@ 計画生育の方針

チ/フ~チー
"三普及〝と称する､3知識の普及を進めており､吉林省はこの3知識普及のモデル省となって

いる｡"三普及"とは､下記の通りであるO

･普及人口理論教育 一 人口理論を普及させる

･普及節育知識 - 避妊知識を普及させる

･普及優生知識 - 優生学の知識を普及させる

三普及の対象は農民だけでなく､役人や軍人も含んでいる｡

-72-



優生学の内容は､近親結婚の禁止､遺伝性疾病を持つ者の出生禁lL｡伝染病 ･風土病の知識な

どで､母子保健も含んでいる｡

吉林省の計画生育委員会には約5O名の職員がおり､宣伝処､政策処､科学処､統言t処､弁公処

の5処に分かれている｡

また､各県に10-20人の計画生育専任者がおり､郷に3-5人いるので､省全体で約2,000人

の専任者がいることになる｡

統計処では81年からカート制をとっており､計画生育に関する報LE]t:･書が大隊-郷-県の単位で､

毎月あがってくる｡記載内容は相互監視制で厳しくチェックしている0

また､ り＼子への慶遇措置としては､都市では住居 ･託児所等への優先､農村では請負や住居

への優先であるO

(2)四 川 省

① 四川省一概況

四川省は中国の西南に位置し､総面積57万平方キロ､耕地面積9,938畝｡人口は1億人で､96

%以上が漢民族である｡3.6%を占める小数民族は51族おり､人口は366万人｡省の人口密度は

176人/lkdである｡

省には､6市､9地区､212県､郷8.000以上､村7万余があり､さらに自治州3がある｡

四川省の人口分布は不均衡で､95%以上が東部に集中しており､そのため省の半分以上を占め

る山地高原地帯の人口密度は10-40人である｡

人口については､伝統的に高出生率高死亡率で低増加率というパタ-ンだったが､新政府誕生

以来､高出生率低死亡率で高増加率というパターンに変化してきた0

50年代には､出生率28%O､死亡率10%｡､自然増加率18%｡だったが､ これは生活水準の向上と医

療の改善が人口急増につながったためである｡

49年の四川省の人口は5,700万人だったが､70年には8.300万人となり､この間の年平均増加

率は1.8%である｡ この人口急増により､経済発展や生活水準の向上に影響が表れ始めたO新政

府発足時､四川省の1人当たり耕地面積は1.7畝だったが､人口増により1畝以下に低下した｡

70年代から､国の人口抑制策に基き､四川省でも計画生育が展開され､晩婚晩膏や優生が提唱

され､ これら政策の実践により､近年は低出産 ･低死亡のパターンに転換した｡

現在､死亡率7%｡､自然増加率8%O､合計特殊出生率1.9で､安定増加段階に入ったといえよ

う｡

82年国勢調査の結果によると､総人口9.971万人､人口密度 176人､出生率17.9%O､死亡率7

%O､自然増加率10%｡､性比 107である｡
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(む 四川省計画生育の活動状況

宣伝教育を重視し､映画･壁新聞などを通じて避妊知識や母子保護などの啓蒙を行っている｡

また､各地の人目と食料生産高､人口増加と経済､人口増加と1人当たり収入なとの各種統計を

作成している｡

四川省は人口が多いうえに地坪的条件が綾雑という状況にあり､国の政策と同時に､省人民政

府による独自の措置も実施している｡

1人子政策を実行しているが､第2子の出産も許可しており､四川省共通の許可条件は以下の

とおりである｡

1)第 1子が後天性の病気で将来の労働力たりえない場合

2)再婚の場合 (男女双力)

3)長期間子どもが生まれず養子をもらったが､その後妊娠した場合

4)帰国華僑の場合

さらに､地方 ･地域によっては､次のような場合も第2子出産を許可している｡

l)り＼子同士が結婚した場合

2)辺地に住んやいる場合

3)少数民族の場合 (第3子出産もある)

以上のような例外はあるものの､1人子政策を盛んに提唱した結果､現在､若い夫婦の85%が

1人子証をもらっている｡

宣伝教育の具体的内容としては､すでに1人子を持っ夫婦には避妊を､2人子を持つ夫婦には

不妊手術を勧めている｡

現在､再生産年齢女子の80%が避妊を実行している｡

また､1人子の割合が増加しているため､母子保健が重視されるようになっている｡

計画生育委員会のシステムは､以下の通りである｡

省- 市- 地区 → 県- 区- 郷 →

県まで計画生育委員会があり､郷以下には計画生育弁公室があり､村においては村長と婦人

主任が担当している｡

活動の重点は農村に置かれており､｢宣伝教育を主とする｣r避妊を主とする｣｢常に働きかける｣

の3方針で臨んでいる｡

今後の方針としては､西暦2000年までに､人口1億2千万以内､自然増加率1%以内､合計特

殊出生率1.7以内を目標にしているが､85-95年にベビーブームが乗ることが予想されており､

まだまだ厳しい状況である (四Jけ省における前回のベビープ-ムは63-75年)0

㊥ 四川省および西南地区の概況

四川省の西南部には､雲南省､貴州省､チベット自治区が隣接している｡
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面 積 耕地面積

富 商 39万､l;･カキロ 4,000万畝

貴 州 17万 〝 2.800 〝

チヘ ッ ト 122万 〝 340 ′′

1)雲 南 省

人口は､64年2,046万人､82年3,255万人で､18年間に60%増加したことになり､年平均増加

率は26%である｡省の人口密度83人で､性比102であるo

少数民族は1,000ノj人以上おり､省人口の31%前後を占めている｡82年国勢調査の結果による

と､少数民族は出生率25%｡､死亡率8.6%O､自然増加率16%.である｡

2)貴 州 省

省の人口は64年1,700力人､82年2.800万人で､18年間に66%増加し､年平均増加率28%で

ある｡人口密度 163人､性比105である｡

少数民族は740万人おり､省人口の26%を占めている｡82年国勢調査によると､少数民族は出

生率27%O､死亡率8%｡､自然増加率19%Oである0

3)チベット自治区

総人口は､53年に127万人､82年189万人で､29年間に49%増加し､年平均増加率16%であ

る｡人口密度1.6､性比978｡

この自治区に中国チベット族の94%が住んでいる｡

82年国勢調査によれは､出生率24%｡､死亡率8.7%｡､自然増加率15%Oである｡

西南四地域 (Pt川l､雲南､貴ilも チベット)の都市人口は､

四 川 14/Oo' 雲 南 12% 責 州 19% チベット 12%

といずれも低く､農村人口が80%以上を占めている､少数民族の割合が高い､辺境にある､と

いう3つの共通性を持っている｡

(3) 湖 北 省

① 湖北省人口の概況

省人口は､82年国勢調査によると4.780万人｡82年末で4,800万人､83年末で4,835万人であ

る｡83年の性比1050
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新政府誕生後､生活水準の向上および医療 ･衛生技術の改善により､人口増加のスピードが早

くなった049年の人口は2,536万人だったから､83年までに2.239万人増加したことになり､年

平均増加人口は67万人である｡

49-83年の34年間に2回のベビープ-ムを経験した｡

第1回は53-58年の6年間で､この間の増加人口400万人､年平均増加人口60万人､合計特殊

出生率は5以上だった｡

第2回は62-72年の11年間で､この間の増加人口は1,000万人､年平均増加人r]90万人､合計

特殊出生率は5以上だった｡

湖北省の人口の特徴は､若年層が多いということで､現在､20歳未満が50%を占めているO都

市人口は約500万人で､省人口の10%である｡

経済面からでは､生産請負制が開始されたため､1人当たり収入についても79-80年の増加の

幅が大きい｡テレビについても､都市の場合､機関などにははぼ100%普及､農村においてはここ

2-3年で普及速度が速くなったO農村ではほとんどが白黒テレビであるが､都市部ではカラ-

への交替期に入ったものの､生産が追い着かない状況にある｡

④ 計画生育の成果

湖北省では､計画生育は12年前に始まったO現在､約8,000人の専従者がいる｡83年現在で､

出生率14%｡､死亡率7%｡､自然増加率6.96%｡で､出生人口のうち第1子67%､第2子24%､第3

子以上7%である｡

出生率については､70年の29%Oから83年の14%｡へ､合計特殊出生率については70年の6,6から

2.2にまで低下し､以上のような出生減によって生活水準も向上しているo

l人当たり収入は､70年の203元から､83年は320-330元へ増加した｡

再生産年齢女子人口650万人のうち､83年末の統計では､85%以上が避妊を実行しており､ま

た83年に1人子を産んだ女性の63%が1人子証をもらった｡

@ 計画生育の異体的措置

計画生育の方剣としては､

1)マスコミによる宣伝教育

2)工場等に出かけて宣伝教育

3)母子保健や公衆衛生と避妊技術を結びっけて

4)委員会幹部､党員､共背団は模範となる

により､計画が国策の 1つであることを説得している.しかし､大衆自身の困難も考慮してい

かなければ実行は難しい｡

まだ第2子出産がかなりあるのは､第 1に､提唱のスローガンと大衆の理解との間にはギャッ

プがあり､時間がかかるためである｡第2には､79-80年に始まった生産請負制のためである｡
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また農村部には､多子多幸の考え方がまた根強く残っている｡

第2子出産が許可されるのは､

1)第 1子が非先天性巽常

2)結婚後長期間子ともかなく､養子をもらったがその後妊娠した

3)帰国華僑

4)辺邸な農山村

5)1人子同士の結婚 (この条件は全国共通)

の場合であるが､農村で第1子が女の子のときどうしても第2子がはしいという要求があるO

こういうケ-スに対しては､計画的に間隔をあけて産むよう説得している0

1人子証をもらいながら､勝手にやめたという場合も少なくない｡79年､ある人民公社には1

人子証をもらった苗が458人いたが､84年に再調査したところ､113人が1人子証を返納したい

ということだった (うち､23人が許可を得て第2子を出産)0

1人子証を持つことによっていろいろな恩典が与えられるが､第2子を産んだからといって､

自留地を取り上げる等の罰則はとくにないO既得の手当金を返却してくる場合はあるO

(4)上 海 市

① 上海市人口の概況

上海市の総人口は83年､1,194万人で､うち都市部639万人､農村部555万人弱である｡

50年代初め､出生率40-50%｡で､自然増加率30-40%Oだったが､70年以降計画生育の進行によ

り､74年には出生率919%O､自然増加率3,36%｡にまで低下したo

Lかし50年代のベビーブームの影響で反騰現象が起こり､82年には出生率18.6%O､自然増加率

1223%Oになった｡

だが再び低下傾向に戻り､83年の出生率は15%O､自然増加率は811%｡である｡

上海市はこれまで2回のベヒーブ-ムを経験している｡第1回は54年で出生数33万人､第2回

は82年で出生数21万6千人だった｡

㊥ 上海市計画生育の歴史と現状

･1950年代初 多数出産を提唱

･1956年～ 全国農業発展要綱が発表され､少数民族や辺境住民以外は適度な計画生育が必

要なことが壬即日された｡また科学技術･教育･文化 ･政府機関などにおいて計画生育がス

タートした｡

･60年代初 計画生育が盛ん

･63年 上海市に言1画生育委員会が設立され､病院や衛生部において計画生育がスタートし
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た｡

･63-66年 40jj一人が不妊手術

･66咋- 文革が始まり､計画生育中止

･71年～ 周患乗の提唱により､上海市も計画生育を再開Oスローガンは "晩希少〝(少は2

人の子どもを指す)

･78年末 計画生育に関する全国会議を開き､"1人が一番望ましい､多くとも2人〝という

スローカンを採択｡

･79年末 b夫婦に子ども1人〝のスローガン

･80年～ 全国的に1人子を提唱

83年の上海市の出生数は21万6千人であるが､ このうち第1子が96%､第2子は3%である｡

第3子は97人にすきず､うち20人が都市部であるが､そのほとんどが再婚による出生である｡

都市と農村の出生を比較すると､

76年 出生率 自然増加率 83年 出生率 自然増加率

都 市 6･6 024 都 市 168 90

農 村 1406 816 農 村 129 66

となる082年に逆転したわけだが､ このような都市と農村で逆転現象が起きた理由としては､

ここでいう農村とは近郊農村であること､晩婚奨励にもかかわらず住宅改善や新婚姻法により都

市部の結婚が増加したこと､都市に40万人におよぶ下放青年が戻ってきたことなどがあげられよ

うo

下放青年の都市流入は78-79年から始まり､未婚者が40万人､既婚者も含めると80万人になり､

まだ地方にかなり残っている｡

③ 上海市計画生育の特徴

上海市の計画生育は､政策的･組織的には全国と同じであるが､若干他省と異なる特徴があるo

l)上海市は大都市であるため､現在100万人以上の定年退職者がおり､宣伝教育の要員と

して活躍している

2)文化 ･教育のレベルが高く､また科学技術研究の中心であるため､科学委員会の指導で

科学技術の面からの計画生育を研究している

3)組合､共産党青年団､婦人連合会等の働きかけが大きい

などであるが､宣伝教育についても､その設備 ･技術は全Eg平均を上まわっている｡

また上海市には計画生育技術相談指導所があり､区や県には母子保健の相談所がある｡

上海市における計画生育は､科学 ･技術 ･教育の新しい段階に入ったといえよう｡
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上記相談指導所の利用状況は､優生 ･優背･避妊の相談が中心で､婚前の検診､避妊失敗の相

談､工作用員の母子保健などに関する訓練､人工中絶 ･IUD･不妊手術等に関する技術の顧問

･相談などであるO利用者は毎日30-40名O相談指導所のスローカンは､"厳粛 真剣 卒直 守

秘〝である｡

上海市の若い母親から､｢たくさんの子ともは生みたくない｡簡便でかつ完全な避妊法はないか｣

という相談が多く寄せられているが､便利で効果的で副作用のない避妊法に対する大衆の要求は

高い｡

1人子に対する上海市の奨励は､全国水準を上回っている0

1人子手当 5元 (全国と同じ)

託児所は､1人子は鮒料｡ちなみに､Fl託は月10元､全託は月18元である｡

進学に関しては､1人子は高校まで無料0

1人子の両親が定年になると､年金は5%増 (年金鰍 ま賃金の70-80%)Oさらに､子どもの

ない夫婦は､定年後の年金は10%増になるo

逆に､罰則としては､第3子を出産した場合､10年間 (他省は14年間)にわたって賃金が10%

減になる｡ただし再婚の場合は､初婚の夫または妻の方には罰則なし0

最近の2--3年､jJ二妊娠中絶は増加の傾向にあり､100の出生件数のうち25が中絶と推計し

ているが､詳細な統計は公表されていない｡

第2子LIL.産許可の条件は他省とほぼ同じであるが､特例は市政府で許可しているO

上海都市部では､むしろ1人子が増え過きているくらいで､今後の人口構成､労働力､高齢化

等の問題をはらんでいる｡

上海の計画生育は他に比べて10年先さを行っているので､1人子政策の調整も他に先がけて行

わねはIj:らないたろう｡
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第5章

人口センサスおよび

出生力調査





1. 人ロセンサス

解放後の中Egで実施された1953年､1964年､1982年の3回の人uセンサスのうち,山産力関係

のことがらが調査されたのは､1982年センサスが最初である.そこでは､年齢15-64歳のすへて

(全配偶関係)の女子について既往出生児数ならびにそのうちの現存児数が調査され､また､年

齢15-49歳のすへての女子について､1981年中に産んだ出生順位別出生児数も調査されているO

本稿執筆時点で､このセンサスの地域別報!rl.A-書までほ参照していないが､全国編の剖捨 書では､

10%抽出集計結果 (1983年刊)にそれに関するいくっかの統計表がのっている(削).

はじめに､女子の年齢階級別既往出Jl'.児数の分IT】の特徴を､日本の凶勢三唱査データと比較しな

がら観察してみようO既往ll日生児数を調へた日本のセンサスは､1950年､1960年､1970年の3回

である｡いずれも､既婚女子についてそれを尋ねている｡ところが､中国1982年センサスでは前

記のように､未婚女子も含めた全女子について調べているoLたがって､比較には注意を要する｡

未婚女子はすへて既往.1日,L牛.児数がセロであるときめるわけにはいかないであろうが､既往出生

児数 1人以上の女子のうら､未婚女子は無視しうるほど小さいであろうという仮定の上に立って､

既往,Lli生児数 1人以 上二の (つまり､子供を山生したことのある)女子についての出生児数別分布

を中国とE]本とで比較してみようo これらの女子は､t=1本のセンサス･データでは､すへて既婚

女子であり､中国のセンサス･データでは､"ほとんど〝既婚女子で構成されると "仮定"する｡

日本の1950年および1960年センサスと比較 した蓑が表 1である｡平均出生児数 (子供を産んだ

女手 1人当たり)をみると､15-19歳 (107人)では､EI本の1950年 (1.80人)､1960年 (1

04人)の間にあり､後者の方に近い｡20-29歳 (174人)では､日本の1950年 (180人)と､

1960咋 (1.62人)とのちょうとなかほどにある｡30-39歳 (326人)では､やはり日本の1950

年 (3.59人)､1960年 (270人)の間にあるが､1950年の方に寄っている｡40-49歳(5.08人)

は､日本の1950年 (5,06人)よりもこくわずか大である050-59歳 (5,80人)は､日本の1950

年 (5.33人)よりも大である｡60-64歳 (5.54人)は､日本の1950年についてはデ-夕が60歳

以上と一括のため比較ができないが､1960年の5.16人と比べて大である｡

L･記で平均出生児数が中国のそjlと非常に近いのは､40-49歳における1950年であるOこの年

齢階級の中国の平均出生児数は5.08人､E]本 (1950年)とそれは506人であった｡そこで､ こ

の両者についてLIJ.生児数別女子数の分布を比較してみよう (表 1､図 1)Oそこには顕著な相異

が一見してみられるO中国は集中的であり､日本は分散的であるO出生児数4-6人の割合が､

中国では56,1%に上るのに対し､日本では39.3%にとどまっている｡1-3人の割合は､中国

219%､日本30.5%､7人以上の割合は､中国22.0%､日本30.3%である｡

3児の割合は､中国 (1982年)と日本 (1950年)とで､それほどの差異はないが (13.4%と
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表1 女子の年齢階級別既往出生児数別女子数の分布(%)および平均既往出生児数

(出生児数1児以上の女子のみ):中国1982年センサス､日本1950年 ･1960年国勢鵠査

注



)1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

既往出生児数 (人)図1 40-49歳の子供を生んだことのある女子の既往出生児数の分布

中国1982年と日本1950年との比較ll.3%のちかい)､ 1児､2児の割合は中国において

鞘著に小さい.これは､30歳代の女子についても50歳代,60-64歳の女子についてもいえるO

この差異の坪由は今後の検討課題である｡同様に多子の者の割合も中国では小さい｡前記のように､

40-49歳で7児以上の割合は､中国22.0%に対し､日本 (1950年)では303%を示し､4児以上を出生した女子中､7児以上を出

生したものの割合は､中国282%に対し､日本は435%にものぼる｡この理由も今後の検討に残される

が､さきに述べた中国の集中的､日本の分散的なる特徴は､表現をかえれば､中国は画一的､日本は非

画一的というようにもいえるかもしれない｡中国の1982年サンセス時 (年央)に40-49歳であっ

た女子は､平均して1950年代後半から1970年代前半あたりにかけて､産み盛りの時期を過したこ

とになろうOこの時期は､1950年代末から1960年代初へと中国の出生率が異常に急低

下したあたりの時期から始まって､1970年の着実な出生力低下が開始され始めたころまでの時期に相当する｡出生率の-時急上昇をみた1

962-1965年あたりをそのなかに含んでいて､この時



次に､1981年中に出妓したlH生順位別出生児数の集討結果と前述の既往出生児数の分布とを関

係づけて､ 1つの分析をしてみよう｡

いま､1982年センサス時 (年央)に.r歳の女子のうち､既往出生児数 l人 (パリティl)であ

る女子数をW (A'.1)とし､このコーホートが1981年年初以降1982年年央にいたるまでの1年

半に出生した出射順位第 l番日の出姓児数をB(x. 1)とし､同コ-ホ-卜が1981年中に出生

した出生順位第 l十 1番目の,I日生児数をB (･1. 1十 1.1981)とすれば､1981年年初における

同コ-ホ-トのパリティlの者の数は W(x.i) B(X,i)であるから､B(x,x+1,

1981)のW (I,l) B (A･,i)に対する比率は､1981年における当該コ-ホ-トのパリティ

lの者についてのLL日生順位第 2+1番目の出/生児を産む出生確率になる｡

この方法を前述のセンサス･データに適用するOこの場合､問題になるのは1982年前半の出生

数の推計法であるが､他に名案がないので､ここでは単純に1981年の実績の半分とした｡すなわ

ち､B (.T,l)-15B (x.l,1981)とおいたo センサス･デ-夕に対するこの方法の適用

は､15-19､20-29､30-39､40-49歳の年齢階級区分で､0児- 1児､ 1児-2児､2児-3

児､3児-4児の各パリティ拡大に関して計算可能であり､結果は衰2に示す｡他に適当な比較

表2 1982年サンセス時の母の年齢階級別コーホートについての1981年年初の

既往出生児数別1981年中の追加出生確率:中国 (%｡)

材料がないので､特徴を指摘するのはむ

ずかしいが､1981年において､20歳代で2児目を産む1児の母親がまだ4割いたと推計される｡

2.出産力調査千分の1抽出全国出産力調査が1982年9月に国家計画生育委

員会によって､1982年7月1日現在で実施された｡これは28省､市､自治区からなる全

国の1982年7年 1日午前0時現在で15-67歳の婦人の千分の1抽出標本についての調査である｡最近そ

の報告書が刊行された (人口与経済編集部 『全国千分之一人口生育率柚梓調査分析』北京 :北東経済学院人口

経済研究所､1983年7月)0年齢範囲を67歳までとってあ



時期を解放以前の時代 日949年以前)に過しているから､解放前の時代の出生カパターンも調べ

ることができるという理由であると説明されているO

｢婦女情況調査票｣という名前のこの調査の調査票によると､調査項目は次のとおりである｡

1.氏名

2.出生年月日

3.民族

4.教育程度 :文盲 ･小学 ･初中 ･高中 ･大学

5.織菜 ･農民 ･工人 ･幹部 ･学生 ･家事･待業 ･その他

6.配偶関係 :未婚 ･有配偶 (初婚再婚別)･離別 ･死別

7 初婚年月日

8 避妊方法 :女性不妊手術 ･男件不妊手術 ･リング･ピル･避妊針 ･コンドーム･外用薬

･性交中絶 ･定期禁欲法 ･その他

9 避妊不実行理由 :子供を欲しい･不妊 ･閉経 ･その他

10 1979年以降の人工流産歴 (年月 ･理由･胎児月齢)

日 出生歴 (出生順位･出生年月日･性別 ･生死の別 ･1980-81年死亡の子供につき死亡年

月f-i-)

12 1人子証受領年月

以上のはかに､県 (市､区)､公社 (街道)､大隊 (居委会)､戸主氏名の記入欄があるO

この分析報告書には､23謡の結果分析論文がのっている.それらが､どのような分析を行い､

どのようなことを見出しているかについては､別に適当な機会があれば､そこで紹介することに

し､ここでは､テ-夕のどのような集計がなされているかの紹介にとどめるが､いわゆる一連の

基本集計結果表に相当するものがまったく掲載されていないのほ､利用者にとって便利とはいえIiい｡

ここでは､各分析論文に掲げられている表ならびに巻末の付表のリストを示すことにする｡以下

の蓑番号はこのリストのために付したものであって､原資料のペ-ジ順になっている｡吉林農村

実態調査デ-夕との比較のために参考になるのではないかと考えるo

1.女子の年齢各歳別特殊出生率 :1940-49年 (p.48)

2,子の出生時の母の平均年齢 :1940-81年 (pp.49-50)

3.年齢別特殊出生率の累積が合計特殊出生率の90%に達する年齢 :1940-81年 (pp49-50)

4.年齢別特殊出生率のピーク年齢 :1940-81年 (pp.49-50)

5.年齢別特殊出生率が01以上の年齢範詞の年数 :1940-81年 (pp.49-50)

6.年齢別特殊出生率が02以上の年齢範囲の年数 :1940-81年 (pp,49-50)

7.標準化総出生率 :1940-81年 (pp.49-50)

8.合計特殊出生率 :1940-81年 (pp.49-50)

9.年齢別特殊出生率の百分比分布 :1940-81年 (pp.49-50)

10.年齢別特殊出生率のモード:1950-81年 (pp.52-53)
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ll.雛市農村別合計特殊出生率 :1950-81年 (pp,53-54)

12.都市農村別出生順位別合計特殊tlL.生率 :1980･1981年 (p.55)

13,出射順位別出生数 :1970･1977･1981年 (p56)

14.初婚後の年度別出生順位第 1子出生数 1970･1977･1981年 (p,58)

15.初婚後の年度別LLli生順位第 2子1日.生数 :1970･1977･1981年 (p.59)

16.初婚後の年度別出生順位第 3子以上出生数 :1970･1977･1981年 (p 61)

17 都市農村別平均初婚年齢ならびに出生順位第 1子および第 2子出生時の母の平均年齢 :

1980･1981年 (pp.62-63)

18.都市農村別出生順位第 1子出生後の経過年数別第 2子を出生 した母の分布割合 :1964･

1970･1977年 (p.64)

19.初婚後程過年度別出生順位第 1子出生の母の分布割合､農村 :1957･1964･1970･1977･

1980年 (p.66)

20 初婚後経過年度別出生順位第 1子出生の母の分布割合､都市 :1957･1964･1970･1977･

1980年 (p.67)

21.初婚後経過年度別出生順位第 1子出生の母の分布割合､全国 :1957･1964･1970･1977･

1980年 (p 67)

22.年齢25-29､35-39､45-49歳有配偶女子の現存子供数別分布割合 (p.70)

23.年齢25-29､35-39､45-49歳有配偶女子の現存子供数別分布割合､農村 (p.70)

24.年齢25-29､35-39､45-49歳有配偶女子の現存子供数別分布割合､都市 (p.70)

25.都市農村別出生数の月別構成比 :1946-81年合計 (p.73)

26.月別出生数および出生数の月別構成比 :1946-49､1950-59､1960-69､一1970-79､1980

-81年 (p.74)

27.都市農村別初婚年齢5歳階級別初婚女子数､結婚後5年以内出生児数､1人当たり平均出

生児数 :1970年初婚女子 ･1976年初婚女子 (pp.76-77)

28.全国農村凍族についての初婚年齢5歳階級別初婚女子数､結婚後 5年以内出生児数､1人

当たり平均出生児数 :1970年初婚女子 ･1976年初婚女子 (p.78)

29.全国農村少数民族についての初婚年齢5歳階級別初婚女子数､結婚後 5年以内出生児数､

1人当たり平均出生児数 :1970年初婚女子 ･1976年初婚女子 (p.79)

30.教育程度別再生産年齢女子数 :1982年 (p.80)

31.都市農村別教育程度別再生産年齢女子割合 :1982年 (p,81)

32.年齢5歳階級別再生産年齢女子の教育程度別構成比 (p.81)

33.都市農村別教育程度別女子数､既往出生児数､女子 l人当たり平均既往出生児数 (p.82)

34.都市農村別35､40､45､50､55､60､67歳女子数､既往出生児数､女子 1人当たり平均既

往出生児数 (p.83)

35.都市農村別職業別35､40､45､50､55､60､67歳女子数､既往出生児数､女子 1人当たり
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平均既往出生児数 (p.84)

36.職業別35､4O､45､50､55､60､67歳女子数および1人当たり平均既往出生児数 (ppl84

-85)

37.都市農村別職業別女子 l人当たり平均既往出生児数 (p,85)

38 全国農村の漢族 ･少数民族別現存子供数別再生産年齢既婚女子数 (p.86)

39.全国農村の漠放 ･少数民族別現存子供数別年齢3区分別再生産年齢有配偶女子数 (p87)

40.全国農村の漢族 ･少数民族別咋齢3EX.分別再生産年齢既婚女子数､既往出生児数および1

人当たり平均既往出生児数 (p.91)

41.全国農村の漢族 ･少数民族別年齢各歳別再生産年齢女子数､年間出生児数および特殊出生

率 :1980･1981年 (pp,92-94)

42.全国農村の漢族 ･少数民族別年齢4区分別特殊出生率およびその百分比構成 :1980･1981

年 (p.95)

43.全国農村の換族 ･少数民族別出払数の出生順位百分比構成 :1980･1981年 (p.96)

44.全国農村の漢族 ･少数民族別女子の平均出生年齢および出生順位第 1子出生平均年齢 :

1980･1981年 (p.97)

45.年齢各歳別再生産年齢女子の未婚および初婚割合 :1982年 (P99)

46.年齢50-67歳4rズ分別女子の未婚および初婚割合 ,1982年 (p.99)

47.都市農村別年齢5歳階級別女子の未婚および初婚割合 :1982年 (p.100)

48 者【柿 農村別女子の平均切婚勺三齢および標準化平均初婚年齢 :1940-49年 (p.100)

49.都市農村別女子の平均初婚年齢および標準化平均初婚年齢 :1950年代 ･60年代 ･70年代

(p.101)

50.都市農村別女子の初婚ピ-ク年齢平均値 :1940年代 ･50年代 ･60年代 ･70年代 (p.102)

51.女子の初婚率ピーク年齢およびピーク値 :1940-82年 (p.102)

52.女子の総的暗率 :1940-82年 (p.103)

53.郡市農村別女子の合計特殊初婚率 :建国前 ･建国後 (p.105)

54 女子の合計特殊初婚率 :1940-82年 (pp.105-106)

55.都市農村別女子の合計特殊初婚率 :1940年代 ･50年代 ･60年代 ･70年代 ･1980-82年 (p.

106)

56.女子の初婚数の月別構成比 :1946-49年､1950-81年 (p.107)

57.都市農村別女子の初婚数の月別構成比 :1970-79年一括 (p.107)

58.全国農村の漢族 ･少数民族別再生産年齢女子数､未婚者割合および初婚老割合 (p.107)

59.全国農村の漢族 ･少数民族別15-19歳女子数､未婚者割合および初婚者割合 (p.108)

60 年齢5歳階級別再生産年齢女子人口構成比 :1982年出産力抽出調査 ･1964年人口センサス

･1953年人口センサス (P,109)

61.都市農村別再生産年齢女子の配偶関係別構成比 (p.110)
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62 都市農村別年齢4区分別再生産年齢女子の有配偶率 (p.Ilo)

63.都市農村別年齢5歳階級別再生産年齢女子の既婚者割合 (p.lュo)

64 都市農村別女子の初婚数の月別構成比 :1946-81年一括 (p111)

65 女子の月別初婚数とその構成比 :1946-49年､1950-59年､1960-69年､1970-79年､

】980-81年 (p,113)

66.女子の初婚ピーク年齢および平均初婚年齢 :1949-82年 (p.115)

67.都市農村別女子の平均初婚年齢 :1949-82年 (p.116)

68.勺二齢各歳別女子の細婚率 :1980･1981年 (p118)

69,4少数民族自治区-.における年齢各歳別再生産年齢女子の割合 (p119)

70.4少数民族自治区における年齢15-35歳4区分別女子の初婚率 ●1981年 (p･120)

71.全国農村の漢族 ･少数民族別再生産年齢女子の配偶関係別構成比 (p.122)

72.全国農村の凍族 ･少数民族別年齢4区分別再生産年齢女子数､同既婚女子数および既婚女

子割合 (p.123)

73.全国農村の漠族 ･少数民族別年齢各歳別女子の年間初婚数 ,1981年 (pp.123-124)

74.全国農村の漢族 ･少数民族別年齢4区分別女子の年間初婚数の分布割負 :1981年(p.124)

75.全国農村の漢族一･少数民族別年齢4区分別女子の年齢各歳別初婚率の累積値 :1981年 (p

124)

76.都市農村別女子の晩婚率 :1949-82年 (p.126)

77.都市農村別女子の早婚率 :1949-82年 (p.128)

78.都市農村別女子の早婚率 :1940年代 ･50年代 ･60年代 ･70年代 ･1980-82年各年(p･129)

79,年齢5歳階級別再生産年齢避妊実行中の女子の避妊方法別分布割合 (p.130)

80 都市農村別避妊実行中の女子の避妊方法別分布割合 (p131)

81.全国6大区別避妊実行中の女子の避妊方法別分布割合 (p.132)

82.全国農村の漢族 ･少数民族別避妊実行中の女子の避妊方法別分布割合 (p.132)

83.現存子供数3区分別避妊実行中の女子の避妊方法別分布割合 (p,133)

84.妊娠原因 (8区分)別人工流産構成比 :1979-82年 (p.134)

85.都市農村別現存子供数 1人以上の再生産年齢女子数および現存子供数 1人の女子数とその

割合 (p137)

86.都市農村別現存子供数 1人の再生産年齢女子数およびそのうち1人子証受領者数とその割

合 (p.137)

87.都市農村別教育程度別再生産年齢女子数および 1人子証受領者数

88.都市農村別職業別再生産年齢女子数および1人子証受領者数

89.都市農村別男女年齢各歳別 1人子証受領対象 1人子数

90.全国6大区別再生産年齢既婚女子数､現存子供数 1人の女子数とその割合 (p.141)

91.全国6大区別49歳女子の総数､現存子供数 1人の女子数とその割合 (p.142)
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92.全国6大tj(別年齢45-49歳各歳別現存子供数 1人の女子割合 (p･142)

93.全国6大区別現存子供数 1人の再生産年齢女子数､うち1人子証受領者数およびその割合

(p143)

94.全国6大区別 1人子証受領の再生産年齢女子数､うち出生順位第2子出生者数およびその

割合 (p143)

95.全国6大区別 1人子証受鎖の再生産年齢女子数､うち当該 1人子の死亡した者の数および

その割合 (p.144)

96.全国6大区別男女別人口および性比 (p145)

97.人口の性比 :1949-82年毎 5年 (p.146)

98.全国 6大区別年齢5歳階級別性比 (p.147)

99.全国 6大区別男女児別年間出生数および出生性比 :1981年 (p.149)

100,都市農村別出生順位別93女児別年間出生数および出性比:1981年 (p,149)

101.都市農村別出生順位別年間出生数およびその構成比 :1981年 (p,150)

102,都市農村別女子の年齢各歳別特殊出生率 :1950-79年 (pp.152-160)

103.都市農村別女子の年齢各歳別出生順位別特殊出生率 :1980･1981年 (pp.161-166)

104.都市農村別女子の年齢各歳別初婚率 ･1950-81年 (pp.167-175)

以上の諸表を分穎整理すると次のようになる｡

年齢別特殊出生率に関するもの･･I1-12､4l､42､102-103

出生順位に関するもの･ -12､13､43､100-101､103

出生間隔に関するもの--14-21

現存児数に関するもの--22-24､38-39

月別出生数分布に関するもの--･25-26

結婚コーホート出生力に関するもの---27-29

教育程度別分析に関するもの････-30-33

職業別分析に関するもの --35-37

既往出生児数に関するもの- ･･34､40

出生時の母の年齢に関するもの---44

配偶関係 ･結婚に関するもの---45-68､70-78､104

避妊方法に関するもの--79-83

人工流産に関するもの･--84

1人子に関するもの--‥-85-95

人u性比に関するもの･-･98

出生性比に関するもの- -99

重要と思われるもので欠けているものをあげると､たとえば､パ リティ,Jの女子が出生順位第
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タl+lf･を出生する確率､避妊実行不実行者の年齢､パリティ､地域､教育程度､職業等の分析､

避妊方法と年齢､数台程度､織業､人工流産等との組合せ分析､人工流産 (妊娠原因別の観察し

かない)のタイミンク､パリティ､年齢､配偶関係､地域､教育程度､織業等の分析などがあるO

3. 西安市人工妊娠中絶調査

これは､西安市の1地区を対象として 1,062人の再生産年齢女子を抽出した出産力標本調査の

持告書 (注2)からの紹介である｡調査は1981年に実施されたO隣西省計画生育委員会と西安医科

大学との共同調査で､計画生育委員会のスタッフが面接調査に当たったo集計 ･分析はアトラン

タの米国疾病コントロールセンターにおいて行われた0i,062人の婦人中､死別あるいは50歳以

上の11名が集計から除かれ､集計総数は1-051人となった｡

集計の結果､サンプルの約半数である46%の女子が少なくとも1回人工妊娠中絶を受けている

ことが見出された.14%が2回､3%が3回の人工妊娠中絶を経験 していたO女子 l人当たり人

工妊娠中絶平均凶数は一(カッコ内は妊娠数に対する人工妊娠中絶数の割合)､

24-29歳 0.45(31%)､30-34歳 0.80 (32%)､35-39歳 080 (24%)､

40-44歳 0.70 (18%)､45-49歳 061(15%)のことくで､

30歳代で最高を示すO結婚持続期間では15-19年の女子で平均回数が最大 (089回)である｡

調査チークから､1971年､1976年､1981年について求めた女子 1人当たり平均妊娠回数ならび

に人コー妊娠中絶平均回数を比較すると､たとえば､30-34歳で､329､3.03､2.46と平均妊娠

回数は減少し､人工妊娠中絶の平均回数は､043､0.58､080と増大 している｡同じく35-39

歳については399､376､3.38と048､0.61､0.80であるOまた､最初の人工妊娠中絶を受

けたときのパリティの構成を調べているが､それによると､1972年以前では､0児が4%､1児

が29%､2児が31%､3児以上が36%であったのに対し､1979-81年では0児5%､1児71%,

2児16%､3児以上8%となっている｡

また､1児の母が次の妊娠で中絶 した割合は､1977年の38.9%から1981年の877%へ､2児

以上の母が次の妊娠で中絶した割合は､1977年の732%から1981年の962%まで上昇した｡最

近の 1人っ子目標の達成に対し､人工妊娠中絶が重要な役割を果していることを報告書は指摘し

ている｡結婚期間別特殊率の合計としての合計特殊妊娠率 (TMPR)および合計特殊人工妊娠

中絶率 (TMAR)は､1977年が3.38と129であったのに対し､1981年では3,59と2.02で､

TMPRは横這い傾向でとくに低下傾向がみられないのに対して､TMARはいちじるしく上昇

したOまた､年次Erとの人工妊娠中絶数対出生数の比は､1977年の0,75から1981年の1.27まで

上昇 した｡
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(注1)

国務院人u普査弁公室 ･国家統計局人口統計司編 F中国1982年人口普査10%抽拝資料』(北京 ･中

国統討出版社､1983年11月)所載の出産力関係統計表は次のとおりである0

8.省､市､自治L文.15-64歳接不同活産子女数分組的婦女人数､22-23ペ- シ

9.省 ､市､自治区15-64歳接不同存活子女数分組的婦女人数､24～25ページ

10.省､市.自治区昏齢婦女1981年生育状況､26-27ページ

47.全国按年齢及活産子女数分組的15-64歳婦女人数､406-L107ページ

48.全国接年齢及存括子女数分組的15-64歳婦女人数､408-409ページ

49.全国少数民族枝宿産子女数分租的15-64歳婦女人数､410-423ページ

50.全国少数民族接存活子女数分細的】5-64歳婦女人数､424-437ページ

51.全国15-64歳婦女活産及存活子女状況､438-439ページ

52.全国育齢婦女1981年接年齢分租的生育胎次状況t440-44lペ- ン

53.全国育齢婦女1981年按文化程度分組的生育胎次状況､442-443ページ

54.全国育齢婦女1981年接職業分組的生育胎次状況､4L14-445ペ-シ

(注 2)

Feng.ZhonglHulandCharlesH.C.Chen.1983,InducedAbortlOnlnXlanClty,China.

Inlernol10710lFamllyPlallnl,lgfやrsPcctJueS9(3):81-85.
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第6章

吉林省における｢出生率と

生活水準に関する｣調査





は じ め に

中日双方の協議によって決められた "農村人口出産力と生活水準に関する調査Nのプロジュク

トによって､中国では吉林省吉林市近郊の歓喜郷遼遠村と､永吉県万呂郷裕撃村 (地理的位置は

巻頭別図のとおり)において､調査が行われた｡読事査時点は1983年12月31日24時現在であるO

主な調査事項は15-59歳既婚女子 (1924-1968年出生の女子人u)の出産力状況およびその

家族の経済状況であるO

今回の調査は､国家言1画生育委員会と吉林省計画生育委員会の指導の下に､専門家クループと

吉林省計画生育委員会の工作要員によって行われた｡

1. 調 査 概 況

遥遠村は吉林市の近郊にあるo耕地面積は304.3畝､そのほとんどは野菜規の生産であって､

都市の住民に野菜を供給する｡ この村は､8つの生産合作社 (村民組)からなり,戸数538戸､

総人口は2,418人である｡ この村の計画生育は､比較的円滑に行われた｡

裕華村は､永吉県の西部にあり､長春市双陽県につながっているo ここは､土地が豊かで､農

業の特産は米であり､吉林一 一長春公路にあって､交通上非常に便利な所にあるO耕地面積は､

6,768畝である｡この村は9つの生産合作社からなり (そのうち朝鮮族生産合作社が1つある)､

世帯数は607戸､総人口は2,656人である｡したがって､ ここの計画生育の展開は他の村より比

較的遅れている｡

今回の調査の実施は以下のいくつかの段階に分けられる｡

渦査地の状況

調査地名 生 産合作祉(村民組) 世帯数 総人口 世帯当たりの人口 その うち 耕 地(畝) 農 業生 産

男 女吉林市近郊歓喜郷通達村 8 538 2.418 4.5 1.201

1,217 304.3 野 菜永吉県方昌郷裕華村 9 607 2,656 4.4

1,335 1,321 6,768.0 栄合 計 17 1,145 5.07



(1)調査前の準備段階

中ロ両方の協議によって決められた調査目的に基づいて､農村人口出産力と生活水準に関する

2つの調査票 ("農村人口出産力と生活水準の関係に関する調査票(1)d､ "農村人口出産力と生活

水準の関係に関する調査票(2)〟)を設計､印刷した｡調査票(1)は全世帯を対象とする調査に使用

され､調査票(2)は15-59歳統治女子を対象とする調査に使用された.さらに､調査票記入方法

の説明､質問要綱と年齢対照表､集引表等も作成された｡また､調査現地において､生産合作杜､

村民グループによって､番号を作ったOさらに､調査現地における調査前の物的準備 (たとえは､

調査員の食事､宿舎､交通等､調査における必要な経費等)も行った｡

(2)調査員の訓練

まず､適格な調査員を選ぶことであるoその条件は年齢が若く､仕郵こ熱心で､かつ一定の調

査経験を持つ要員であるo これに基っいて､34名の調査員が選ばれたo これらの調査員は主に吉

林fTiの各県､区および調査現地の郷から来ているOそして､これらの調査員に対して､短期間の

訓練を行ったOその訓練の内容は農村人口.lt!,産力と生活水準の調査を中心として､調査の意義､

目的および調査項目の内'容等について明確な理解を与えるものであった｡また､調査前､すべて

の調査員に今回の調査の認識を深め､調査の技術を高め､正確に調査票に記入し､誤差を減少さ

せるために､それぞれモデル調査を行った｡

中日合作で行われた農村人口出産力と生活水準に関する謁査の調査員状況

男女別 年 齢 別 織 業 別 教育程

度別罪L 女 20 25 30 Ilo 50 潔

* そ 大 高 中

～ ～ ～ ～ 読 汁 の24 29 39 49 以上 長 要良 他 学 校 学 I 5～ ～5 14

守 守13 …岩 】0 14 5 l 1 31

2 3 19 12

16 13絹8.3 29 41 15 3 3 91 6 9

56 35 47 38(3)実地調査､登録今回の調査は､農村の忙しい季節に当たっていた

｡調査が始まると､まず合作社社長と村民組長の会議を行って､この調査の重要性を説明すること

によって､現地の住民の支持と協力を得ることができた｡実地調



は正式に調査を行うときには､すでに行われた訓練の内容やモデル調査のことを復習させるよう

にしたO

調査､登矧 こ当たっては､家庭訪問による面接調査､また労働現場での調査､夜間訪問等の調

査方式を取った.1つの調査クループは3名からなるO調査員1人､記録員1人､検査員1人,,

調査された1,145戸において､常住人口5,074人,うち15-59歳既暗女子は1,172人である｡

回答率は100%であったo

(4)集 計

調査､登録の後､まず調査員は調査カードの審査を行った｡その方法は､調査員自己審査､調

査員による相互審査､疑問のあるところは､実地に戻って改めて調査をすることなとであるOこ

れによって､登録の誤差は最小限に締められているo手集計によって22の集言寸表が作成された

(章末の表参照).これらの集計表には､集計項目とま1第作業が多く､各蓑の関連性が緊密である｡

集言1前には､集計訓練を行い､各集言i蓑の指標と統計上の要求が明らかにされ､集計の方法と進

行計画を作成した｡集副に当たり､カード分けの方法によって､生産合作杜の村民組を初級集計

削;I.として､手業言tが行われ､また､集引表は1枚ずつ丹念に吟味されたO これら村民組 におけ

る集計が終わると､また合作杜を準位として集計され､さらに村を帝位として2つの村を合計し

た集計が行われた｡

今回の調査のスケジュールは次表のとおりであるo

中日合作による中日における農村人口出産力と生活水準に関する調査の日程

三 月 四 月

五 月上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

日本専門家グループ視察

調査票の設計 .

印刷調査前の物資準備 -
調査員の選択と訓練

実地



2. 調 査 結 果

(1)人口構成

今凶の調査において､この2つの村の5,074人のうち､15歳未満の子供の人口は322%､65

歳以上の老年一人口は372%､年産年齢人口は6408%を占めているO調査人口の年齢中位数は

22歳､平均年齢は27.44歳である0

15-49歳を男女の再生産年齢として､ この年齢層の人口の総人I｣に占める割合は55.99%､

そのうち､男子再生産年齢人口は2753%､女子は2846%であるDこの再生産年齢人口の絶入

Flに占める割合は比較的高く､しかも出産適齢期の29歳以下の女子は､再生産年齢女子に占める

割合がさらに高くて､613%を占めている｡

この2つの村の常住人口の年齢別､男女別人口数については､集引去lのとおりであるOそれ

によると､再生産年齢人口の性比は100:97であるoそのうち､20歳～24歳の性比はもっとも

低く100:83,45-49歳の性比はもっとも高く100:112､0-14歳の性比は 100:101であ

る. これをみると､再生産年齢人口と子供人口の性比は正常であることが示されている.

集言f表3は再生産年齢人口の教育程度構成を示すO再生産年齢人口のうち､小学校教育程度の

ものは4613%､高校は12.0%､大学程度の割合は0.1%､文盲は82%であるO

再生産年齢人口のうち､女子よりも男子の教育程度はやや高いoたとえば､中学校教育程度の

ものの割合は男子51,72% (男子再生産年齢人口に占める割合､以下も同じ)､女子は40,72%

(女子再生産年齢人口に占める割合､以下も同じ)O高校程度のものは､男子14.54%､女子9.6

%､大学程度のものは､男子人口のうち2人しかいない｡また､文盲の割合についてみると､男

子は44%､したがって､女子はll.84%に連しているo

再生産年齢人Uについての年齢階級別教育程度分布についてみると､若い年齢層は高年齢層よ

り教育程度が高い｡たとえは､ 15-19歳人口のうち文盲率はたった0.97%であるのに対し､

45-49歳階級の文盲率は5532%に達する｡さらに､中等以上の教育程度を持つもの (中学校

およびそれ以上の教育程度)は90%以上が 15-34歳の間に分布され､35歳以上の階級に分布

されるのはこくわずかであるOこのような差違は､新中国成立以降､政府が教育を重視し､文盲

が基本的に減少され､大いに中学教育が普及されたことによって遂げられた成果を物語っている｡

集言t表4は再生産年齢人口の職業分布を示すo再生産年齢のうち､農民は858%､労働者は

63%､幹部 1.5%,学生45%､その他の職業人口は19%を占めている｡

再生産年齢人口は農民を主とし､農民の割合は圧倒的に大きい｡労働者は主として郷または村

の工場に勤めるO幹部は主として農村の教師､医師､獣医等を指す0
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(2)再生産年齢人口の婚姻状況

集計表2は再生産年齢人口の婚姻状況を示すものであるO調査された再生産年齢人口のうち､

15- 19歳階級における結婚した人口の割合は1.8%を占める.これは早婚がそれだけ存在して

いることを意味するが､その割合は非常に低い｡また､再生産年齢人口95%は､20-24歳で結

婚する｡結婚はほとんどこの年齢階級に集中している｡ これに対して､25-49歳の人L】につい

ては､その未婚者の割合はわずか2.2%を占めるのみである｡しかし､彼らも今後結婚すると考

えられるOさらに45-49歳人口については､全部結婚しており､生涯独身者はいない｡

また､調査された1,986人再生産年齢既婚人口のうち､毛配偶初婚夫婦は圧倒的に多く､その

割合は968%､有配偶再婚夫婦は1,8%､離婚者は03%､死別者は11%を占めているO

調査された女子婚姻歴資料に基づいて､1970年 ～ 1983年各年の女子年齢別初婚人数を集計

した｡それは集計表5のとおりである｡ この集計表5によって再生産年齢女子の平均初婚年齢が

算出された.これは分析表2に示される.これを見ると､再生産年齢女子人Uの平均初婚年齢は､

1970年には19.17歳､1983年には22.38歳､この14年間において3,21歳の上昇が見られる｡

集計表 1の年齢階級別女子人口を利用し､死亡の発生がないものとして､ 1970年～ 1983年各

年次における年齢5歳階級別再生産年齢女子人口数が計算される (分析表 1)｡さらにこの表と集

言寸表5の数字を使用し､各年度における再生産年齢女子人tjの年齢別初婚率が計算される (分析

表2)0

ここにおいて､残存女子の初婚年齢分布と死亡女子の初婚年齢分布は同じであるとすれば､分

析表2の数字が実際の年齢別初婚率を代表することができる｡そして､分析表2の数字によると､

各年次の女子の初婚年齢は､基本的に 15-24歳の間にある｡この14年間において､1971-1976

年には､再生産年齢女子人口の合計初婚率は1.0以下に下がった｡ この期間は女子結婚の低潮期

分析表1.年齢5歳階級別15-49歳女子人口.速達村+裕牽村:1970-1983年

1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 l977 ー978 197

9 ｢司
;90

270

301

lO7

ー0711082 290265 301 292 298 29

8 290 270 290 296 313 296158 167 210 242 238 265 301 292 298 298 290

105 107 113 121 129 158 167 210 242

238 26590 110 107 104 112 10

5 107 113 121 129 15889 82 86 93 93 90 110 107 loヰ

112 10577 79 80 75 87 89 82 86 93 93 905l 58 64



分析表2. 年齢5歳階級別既婚女子の初蛎率および平均初婚年齢､速達村+裕牽村 :1970- 1983年

年 齢階 級 l970 】97l Ⅰ972 1973 柑74 】975 Ⅰ976【1977 1978 1979 1980 198

ー 1982 1983l5- 19O.58490.l8270_29日0_18460.m070.13790_09260.06900_10140.0958 0.
15200.20900.43100,103020- 2′l0.28480,29940.3095O.28930.37820.43400.49830.51270.6

3760∴70470.9138 1_16670.86210.506825- 290_04760_0935 0.l240Eo.03980_189tl0_1

497O_l6670.2066O16810.l509O.16610.08560.082930--340.0555 0.09350.09620_08930.09520.09350.0442 0_0633

35- 39 0_06100_0581

- 0.0952 -40- 44Ll5- 49 0_6083
合 計初婚率 0.97280,63660.75220.6947 0_85750_8344 I.2日30.9477

0.9709 I.3784 1.5

461 I.38170.6940平 均初婚年齢 19,l7 Zl_25 21.
08 2L83 22.30 22.76 22.98 23.26 22.87 22.68 23.tl 22.33 20

_98 22.38ほ数値がゼロであることを示す,であると考えられる｡ しかし､

1980年から合計初婚率は 3年間つづいて 10を上回 っている｡これは､女子の結婚ブーム

期であると考えられる｡長年の経験によって明らかなように各年次の結婚水準､すなわち合計初婚率の変動は､主に1

- 2年前の経済状況の

影響を受け､経済と婚姻は密接に関連する0 1978年中国共産党第 11期第3回会議以降､農村に

おいては生産責任制が実行されることにより､農民の生活水準が大いに改善されたo Lたがって､ 1

980年から3年間続 く結婚 ブームが現れたO これは､普通見られない現象であるO(3)出

産状況集計表 7は､再生産年齢既婚女子の子供数を示している｡ 1,034人の既婚女子の平均子

供数は2.30である0 735%は子供 を持っていないO これは主には15-29歳の女子である｡ 子

供 1人を持つものの割合は 35.69%､これは主に 20- 34歳の女子である｡子供 2人を持つもの

の割合は 21.18%､これは 25- 39歳の女子である｡子供 3人を持っものの割合は 14.22%､

主としては30- 44歳の女子である｡子供 4人を持つものの割合は 10.15%､主

として30- 49歳の女子である.子供 5人およびそれ以上を持つものの割合は 11.81%､主として3

5- 49歳の女子である｡以上で明らかなように､生存子供数



の女子年齢別出生数を集言1したo集計表の6はそれであるOこの裏と分析表 1とを使用して､

1970年～ 1983年に至る年齢別出生率と合計特殊出生率が言i算される｡分析表3はそれである｡

ここにおいて､同じように生存女子の既往年次の出産年齢分布は､死亡した女子の既往年次の

出産年齢分布と同じであれは､分析表3の数字から､女子の出産フーム年齢は20-29歳であるこ

とが考えられる｡

過去14年間において､合言1特殊出生率は大幅な低下が見られた0 1970年では出4-'力は自然状

態の下にあり､合計特殊出生率は613であった. 1971年から吉林省の各級の政府はあいつい

で計画生育機構を回復し､計画生育が全面的に展開された｡それ以降､合言i特殊出生率は年々低

下してきている｡ 1978年中国共産党第11期第3回会議以降､計画生育は国家の基本的な国策と

して位置づけされた｡言f画生育はさらに各級政府に重視され､広汎fi大衆の支持が得られて､こ

れによって､女子の出産水準も大きな転換が鬼られるに登った01980年から合言i特殊出生率は､

普通水準以下に下がってきた｡ 1983年になると､1.80までに下がった｡この 14年間において､

合計特殊出生率は4.33の低下を見せている｡

分析表3を見てわかるように､平均出生年齢はだんだん下がる傾向が見られるOたとえは､

1970年の29.10歳に対し､ 1983年には25.19歳､14年間において4歳の減少が見られる｡

分析表3の年齢別出生率の数字に基ついて､ 1983年･再生産年齢女子人口構成を標準として､

各年次の標準化出4I.率が計算されるo 分析表4は これである｡

分析表4の数字によると､ 14年間における標準化総出生率は､大幅な低下が見られた｡たと

えば､ 1970年は197.42%､ 4年後の1974年には100%以下に下がり､さらに6年後の 1980年

には80%以下までに､ 1983年は71.95%､ これは1970年に比べて125,47,%の低下を見せているo

分析表3.女子の年齢5歳階級別特殊出生率､速達村+裕華村 :1970-1983年

年齢階級 ー970 l971 1972 1973 1974 l975 1976 1977 1978 1979 1980 198

1 1982 198315.-.190.15090.19930.08560.日740.0336 - 0,03700.03450.01700.04790.

06760.03220.lO340.051520- 241.0759I.40720.97621.0331OB6130.81130.79730,77050_7

5500.90600.56900.83331.36210.912225- 291,76190.79441.46021.36360.73640.79日 0.98

801.04760.76451.05040.849l0.6ー460.53080.587230- 341.38891.1364I.54210.91350.5804

0,47620.Ll6730.30970.78510,42640.31650.20960.09520.247935- 39I.23600.97560.63950.6989OA3010.33330.22730.09350.09620.08930.0476 0.OLl

4240- 440.51950.56900.37500.20000

.28740.05620.12200.058ー - 0.10750.0555 -45- 49 - - 0.08060.0735 - - 0.0667

- - -合計特殊出生率 6.13315.08255.07864.40713_00002.46812.63892,31392.4845
2.63751.90531.689



分析表4. 標準化総出生率､速達村+裕華村 :1970-1983年

年齢階 級 再生 産年齢女子Ⅰ983年構 成 197号 97.】 l972【 1973 1974 l975 1976F i.977 Ⅰ978 1979i 1980 1981

1982i 198315- l9 o讐 ｣ll 6.0944.ll 8.05 3.46 4.7′142.36 1.36I i.50 1.39 0_69 1.94 2.73 L30 4.18 2_0820- 24 0_205 57_69 40.02 35.313l.2232.6931.59

30.9637.】523.3334.1755.8537_LlO25- 29 0.206 72.59 32.73160.16 56_1830,3432.59

Ilo.7143.】631.5043.2834.9825.3221.8724.ー930- 34 0.167 L16.39 37.96l51.51 30.5

lー9.3915.9115.6llO_3426,22 14.2410.570.80 7.00 3.18 8.2835- 39 0.084 20.76 16.39 10.74 ll.74 7.23 5.60 3.82 I.57 1.6

2 i.50 0.74 -40- 44 0.072 7_48 8.20 5.40 2.88

4,14 0.引 1.76 0.84 - I_55 0.80 -45- 49 0_064 ー97.42 - I.03l 0.94 0.85 73.2】
-標準化絵出生率 1_000 ー6l.02

l71.29149.4498.7186.l396.0988.8991.8El99

,66 67.7985.8271.95ほ致俵がゼロであることを示すゎ

標準人Uは1983年よ胡査女71人11の年幽構成O集計表10は､ 1970年以降女子の

出生順位別出生数の分布状況を示すものである0 1970年以降の時期を4つの段階に区分してみると､各時期における出生胎位別出生数の百分比分布は分析

表5のとおりであるO分析表5.出生噸位別出生数の分布状況､通達村十裕華村:1970-198

3年 (単位:%)出生棚位 1970- 1973 1974- 1977

1978- 1980 1981- 1983第 1 子 24.65 31.17

47.04 77.71第 2 子 18.29 36.04 25.86

15.61第 3 子 57.06 32.79 27.10 6.

68出生間隔について



集計表8ほ40-59歳女子の既往出土l三児数を示すものである(,40-44歳の女子は桟木的にzlt'.

産が終了している-Jこれらの女+人口の1人当たり平均既往出生児数は44人である｡それは､

55-59歳女子人Uの平均589人より149人少ない｡45-49歳女子人Liの】人当たり平均枕

往出生児数は548人､50-54歳の女子人口のそれは545人である｡こjtらを見ると45-54

歳の女子の平均既往出!仁児数はほとんと同様であるoLかも､それは人口増加を抑制されない､

1950-1960年代の出生力水準を代表するo

また､教育程度別女子の子供数については､女子の教育程度が異なることによって､その平均

子供数も異なる0 1人当たり既往LL日.生児数は文盲では5.65人､小学教育程度では4.4人､中学校

教育程度では4.35人である｡

(4)計画出産状況

再生産年齢比婚女子の1,034人のうち､ 898人は現在避妊を実行している｡避妊実行率8685

%である.避妊方法別実行者数は集計表12のとおりである｡この表によれば不妊手術38.49%､

IUDは41.88%､経口避妊薬2.7%､コント-ムは1.83%､リズム法0.29%､その他の方法

を実行するのJは 1.64%であるo

再生産年齢既婚女子人口のうち､15- 19歳階級の避妊実行割合は57%､20-24歳は87%､

25-29歳は90%､ 30-44歳は97%､45-49歳階級の女子は､ 部が閉経しており､避妊

の割合は68%である｡このことから､女子人口の年齢階級が高いほど､避妊の比率も大きいこ

とが明らかにされる｡

集計表13は既婚女子の避妊していない理由を示すものであるOそこに示されているように妊娠

中のものの割合が32%､妊娠を待っているものが30%､不妊症のものが5%､その他 (主とし

て閉経女子)33%となっている｡宗教上の理由で避妊しないというものはいない｡だから宗教は

避妊､出生抑制に対しては､何の影響も与えていない｡

集計表16は､再生産年齢既婚女子の避妊方法の知識に関するものである｡それによると IUD

の知識をもつものがもっとも多く､次は不妊手術､経口避妊薬､コンド-ムである｡その他の方

法を知っているものは少ないol人当たりでは3.6種頬の避妊方法を知っているということにな

るo被女らの避妊知識は､まず計画生育宣伝員から得ており､それから職場および書物から待て

いる｡また友たちとの交流によって避妊方法の知識を得ているものもいる｡

集計表15は､再生産年齢既婚女子の避妊動機を示すものであるoこれによると､もうこれ以上

子供がほしくないという人が27.4%を占め､政府の呼び掛けに答えているというものが708%､

出産の間隔を開けたいためというものは0.6%である｡政府の呼び掛けに答えて避妊するものの

割合がもっとも高いことがわかるOもし計画生育が実行されなければ､出生率は大幅に上昇する

ことが予想される｡しかし､吾t画生育によって､1970年以降､この2つの村において､人工妊娠

中絶は186件､出産と中絶の比は1:0.12にまで低下した｡
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3.世帯の経済状況

集計表20は､世帯の収入､住居の状況を示しているO世帯総収入のなかには集団から供給さ

れる金程･燃料 ･野菜類等は含まない｡集団用各種の資金費用を除いたものが､世帯の純収入

である｡世帯総収入を1人当たりで平均すると､1975年には195元(げん)､1980年には219

元､1983年は369元である｡農村においては一般的には集団労働による収入を世帯収入として認

めるから､以上の数字は世帯の副業収入と自留地の収入は含まない｡また､調査によって得ら

れた1人当たりの貯蓄額は60元である｡この数字は実際よりかなり低いと考えられる｡それは､

ほとんどの人びとは自分の貯蓄額を他人に話したくないからである｡そして､銀行も各人の貯蓄

額は秘密にしており､数字を提供しない理由もあって､申告数字と実際数字の間にかなり大きな

開きがあると考えられる｡しかし､以上の不完全な統計からでも､1980年以降､中国農村の経済

は比較的大きな発展を遂げ､農民の収入も高まったことが明らかにされている｡

農村の住居の状況については､住居面積は都市より広く､部屋の面積は普通30平方メートル以

上あり､ 1世帯当たり2.4の部屋がある｡しかし､世帯により､実際の需要に応じて､それぞれ

設計もされている｡また､倉庫面積は普通15平方メートルぐらいあり､世帯ことには75平方メ

ートルずつあるoこのようにして､調査地域の1人当たりの住居面積は18,3平方メートルであり､

i人当たりの倉庫面積は1.7平方メ-トルあって､基本的には生活上の需要が満たされているo

集計表21は､この2つの村の耐久消費材の状況を示すものである01世帯当たり腕時計は1.4

個､自転車は0.9台､時計は0.8個､ラジオは0.6台､ミシンは0.4台､テレビは0.2台､洗濯

様はO.1台､大型の農業械械は0.8台､lOO世帯当たり1台の自動車を持っている｡耐久消費

財の合計価値は143.4万元､世帯当たりは1,252元となる｡これらの耐久消費財は､主に1980

年以降に購入されたものであることが調査によって明らかにされた｡現在､農村経済の発展に伴

い､農民の耐久消費材の需要量も大幅に増えているO

中日共同で行われた農村人口出産力と生活水準に関する調査を通じて､調査地域の人口構造､

婚姻､出産､計画生育および生活水準等に関するデータが得られた｡以上の分析によって､吉林

省永吉県万昌郷裕華村と吉林市近郊の歓喜郷遥遠村の人口構成は若年型であること､また､1970

年～1983年女子人口の初婚率の変動状況およびここの農村の出生が高い水準から低い水準までに

低下する過程､さらに再生産年齢人口の計画出産力状況とこの地域の経済､生活水準の状況等が

明らかにされた｡

今回の調査において､調査規模が小さいにもかかわらず､多方面の協力を得て､調査が円滑に

行われた｡調査結果から見ると､いくつかの規則性を持つことも反映されている｡たとえば､現

在の生存子供の状況､合計特殊出生率､生涯出産力等､異なる立場から女子の出産力の推移につ
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いて同一の傾向が明らかにされた｡また､この地域の人口構成も､吉林省人口構成の特徴と完全

に一致することも明らかにされたのである｡

付 村民インタビュー

この村民インタビューは､実際の調査に先立ち､中日共同調査韓のメンバーが両村の事前視察

を行った際､各農家を訪問したときのものである｡

(1)裕 華 村 (吉林省永吉県万昌郷)

0 王林泉 (29歳)

23歳のとき､27歳の夫と結婚o現在5歳の男児1人o農業.夫とは元々同じ村だったが､合

作社は逢っていたo自由恋愛だったO現在親とは別居しているが､2-3年内に同居したいと考

えているo請負地が6.6畝､自留地が0.64畝あるo収入は2人合わせて年に2.800元くらいO夫

の方が少し多いO自分としてはもう1人子供がはしいが､国の政策だから--.O避妊には IUD

を使用している｡

(労 金洪振 (35歳)

同年齢の夫との間に､13歳の中学1年生の男子と､9歳の小学生の女子､2人の子あり｡農業

をやってい七､耕地面積は請負地が8畝､自留地が1.28畝ある｡すべて水臥 自分はこの村で

生まれ育ったO夫の両親は吉林市内に､夫の弟と-緒に住んでいるO生活は5年前に比べ､ずい

分向上したo去年家を新築したo次には､ソファーなどの家具を買いたい｡カラーテレビなども

ぜひほしい｡年収は3.100-3,200元くらいO生活費は1.000元ぐらいしかかからないので､他

は貯金に回しているO耕運機も持っている｡ これは永吉県の農業機械化公司から購入したo避妊

は､自分が不妊手術を受けている.

(2)遠 達 村 (吉林省吉林市歓喜郷)

(D 宋貴珍 (32歳)

結婚して8年｡生産大隊で働いている｡同年齢の運転手をしている夫との間に､7歳の娘がい

る｡家には2間があり､1,100元で買ったテレビあり｡家は5年前に新築し､当時で1,000元ぐ
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らいかかったO今だと5.000元ぐらい (建築プ-ムで建設費が高くなった)0 3人家族の生活費

は､野菜などは買わなくてもいいので､月に100元ぐらい｡両親は近所に住んでいる｡夫は6人

きょうたいの三男で､自分も6人きょうだいたった0 1人子で十分だと思う｡生活も楽だLo避

妊にはビルを使っている｡無料｡夫とは5年間の恋愛の末結婚した｡夫は18歳から5年間解放軍

にいたが､入隊2年目から恋愛が始まった｡夫は大切にしてくれる｡水道はないが､自宅用の井

戸があるoスチームには､炊事場の火熟なども利用している.夫婦が働いている間は､子供は近

所で遊んでいる｡

(勤 孫淑香 (28歳)

農業｡村の計画生育宣伝員を兼任している｡工場で働く1歳上の夫との間に､1歳半の男子あ

り｡両親と同居｡電気洗濯機があるO結婚前は､ここから1.5キロほど離れた所に住んでいたO

結婚して4年.夫とは小学校のときからの幼馴染で､自由恋愛の末結婚した0年収は1983年で

5,000元｡収入は結婚当時とそれほど変わらないが､1人子なので生活は楽O

計画生育の宣伝員には､5年前に選ばれてなったO最初はなかなか理解してくれない人もいた

し､また､女の子が第 1子の家庭がやはり難題だった｡しかし､生産請負制になり､また福祉制

度も向上したので､人々の考え方も変わってきたoやはり､生活の向上が説得の実例になってい

ると思う｡
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再 生 産 年 齢 人 口 婚 姻 状 況

集計表2 (裕撃村)

年 齢再生産年齢人数 未 婚 fJ) 脂 再 婚 離 婚

死 別i小計男女 【小計 97} 女 小計 男 女 ′小計 男 女
小計 男 女 小計"r LL-15- 2921156l136 28

2 152 13り 10 4 6 l20- 27一l 1

22 152】86 36 5り 1日7263 85 lnZ 1 125- 275 132 143 9 5 Li 126 13

7 1 1 1 i30-.I276 136 140 2 1 1 269 133 136 ･l 2 2

1 135- 】32 67 65 13 1 126 G上l 62 5 2 340- 93 51 42 3 87 1̀7

40 1 1 1 2 1 145-- 81ー

<lZ 3ト; ド l69 36 33 3 2 1 1 7 3
･壬合 計 Lj22706 716 3H3 198 1.Oil495516 日

6 8 3 2 1 10 4 ー6再 生 産 年 齢

人 口 婚 姻 状 況集計表3

(裕宰相)再生産年齢人数 文 盲 ト ト学 校ド,&T:+ i 初等中学

高等中学世 上 J女 ･可 可 女 小計回 女 回 罪 巨 阿 可292 156 136

25 2 61 32 29 189 99 90 40 23 17274 122 152 1 4 66 26 4()

ー23 54 69 80 41 39275 132 1

43 lO 10 97 34 63 117 59 58 51 39 12276 136 1



再 生 産 年 齢 人 口 職 業 分 布

集計表4 (裕華村)

リ､矧 農 民 I)鶏労働名 幹 部 t -('･ ′i- そ の 他

｢五 宣 言 宣 丁 ,;㌦ √ 完千 品 .十t T* .T 究丁詰 111訂J斥 llliT 妄

女 子 初 婚 年 齢 状 況

年 齢 【lt)7日 1971l ri974 1975≠1976 l'377 l97と;ユ979 1!)8()FlOHl

tlt)82 ー983l5- lH ド 7 ヽ 6

5 5 4 3 5 5 6 21 4120- 6 6 5 7 6 14 15 14 ト2° 号 r'21 23

26 26 1725- 1 1 2 3 4 一l 6 5 4

4 2 230- 1 2 2 2 2 2 l l

135-- j 1 1

Li()



女 子 年 齢 別 出 生 数況

集計表6 (裕華村)

年 齢 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 198

1 1982 198315- 7 5 5 4

1 1 1 3 2 2 5 220- 17 25 25 28 21 20 23 28 24 28 20 21 33 30

25- 19 5 16 ー4 5 9 15 30 24

29 30 27 16 2130- 10 9 18 lO 7 7 9 6 17 1

0 7 6 Ll 935-

14 5 4 8 4 3 5 2 1 2 1 140-- 2 5 3 3 2 2 1 2 1

45- 1 1

合 計 69 54 71 68 40 39 55 68 67 74 61 56 59 62

再 生 産 年 齢 既 婚 女 子 子 供 数論 憲矧 子供- 上 人 l二 人



教育程度別既往出生児数

集計表8 (裕華村)

孟 ｢不 才嘉｢t;W, 7 ｢音 八､｢ ′占.E-i 1 il一I
i出生児数小計 17ー)

2川) l 2{}3 1 21467 lhi十 i,17 】 1H8

27 5日 ∵日7 6 6

宴 買 一撃讐｣｣Mー ｣ ん八

出 生 間 隔 に よ る 分 類集計表9 (裕牽村)

初婚から 第一子から 第二子から

第三子から 第円子から第一子分娩 第二子 第三子 第四子 第五子1

970年リ刑の料産間隔

小 計 276 259 215 159

128一年以内 6̀l 8 7

3 2一一4 --年半 84 2

5 20 15 5ヰ 半～二年 34 46 3() 21 21

二年～二年半 32 56 36

29 20二年半～三年 5 26

35 26 22三年～三年半 7 26 32 15

18三年半～閏年 15

21 16 9 13四年以上 35 51 39 lil

271975年以後の出

産間隔 小 計 239

77 ll 2 3一一年以内 78 3 1

一年至一年半 93 14



出生噸位別出生数分布

集計表10 (裕華村)

1974-1977 1978-.1980 1981-.1

983′ト 計 262 203

204 176第 一 子 74

51 85 120第 二 子 55 84 48 38

第三子以上 133 68 71 18

結特と出生間鮪の分布集計表11

(裕華村)初婚時 四 十
l五 十 六 十 七 十 初婚時 四 十 五 十 六 十 七 十間

隔年数 年 代 年 代 年 代 年 代 間隔年
数 年 代 年 代 年 代 年 代小 計 50 71 104 224 12

10 2 5 10 12 13

1 19 5 53 131

14 12 ll 32 19 53

15 13 4 5 8 13 16

14 2 5 7 10 17

5 1 2 3 2



再生産年齢女子避妊方法別実行者数

集計表12

15-- r l 2

120- 4

64 1-25- 〟〟.L L 空し l3
3()-. パ3 52135- 27 33340- 2̀1 l7

45- 4 川 】
小汁 182 2L)A いす

再



再生産年齢女子の避妊知飴

集計表 18 (裕華村)

再生産年齢女子がどこから避妊知給を

得たか再生産年齢女子の子供に対する見方年をとったと

き子供と同居したいか 子供が両親を養うことはは い いいえ 決めてない考えた よい習慣 義 務
石むを
えない よいこと その他

人 数 292 55 49 135 29 497 2 i 2誰が遺産を相続するか

集計表 19

(裕撃村)すべての子供 老人の面倒を見る子供家庭経済と生活状況総戸数 総人口 総収入 (元手120円



耐 久 消 費 材 所 有 状 況

集計表21 (裕牽村)

品 名 数 量 値 段 (元手120円

)腕 暗 計 792 89

ー071時 計 570 25

,1Li5.6ラ ジ オ 402

31,756.3自 転 車 458 73.920

ミ シ ン 251 39,10

7洗 夕 ク 機 56 l1

.982テ レ ビ 119 53,3

70電 気 冷 蔵 庫自 動 車

1 5,OOOト ラ ク タ - 107 214,64

0その他農械具 428 383,555土地 ･生産且 ･収入状況

総耕地面積 総生産量(斤幸0.5kg) 自留地面槙
(畝寺
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再 生 産 年 齢 人 口 始 的 状 況

集計表2 (速達村)

年 齢 再生産年齢人数 未 婚 初 婚 再 婚 離 婚 死 別

小計 男 女小計 男 女 小計 男 女 小計 罪 女

小計 男 女 /J､計 男 女15-. 316 161 155 3

15 161154 1 1 -20- 267 123 1-I.1134 73 61 132 50 82

1 125- 289 134 155 14 6 8 272 126 146

3 2 130- 222 120 102 6 5 1207 111 96 7 4 3 1 1 1

135-. 103 47 56 2 2 93 44 49

3 2 1 2 1 1 3 340- 105 43 62 98 43 55

5 5 2 245-- 117 62 55 109 60 49 4 1 3 4 1 3

合 計 1419690 729 471245226 912 434478 22 9 13 3 i 2 ll 1 10

再 生 産 年 齢 人 口 婚 姻 状 況集計表3

(速達村)年 齢 再生産年齢人数 文 盲 小 学 校 初等中学

高等中学 大学 .専門学校以上小計 輿 女 小計 罪 女 小計 輿 女

小計 輿 女 小計 輿 一女 小計 男 女15- 316 161 155 LI 2 2 80 39 41215 113 102 17 7 10

20-. 267 123 144 3 1 2 46 16 30 170

77 93 47 28 19 1 125- 289 134 155

8 8 89 33 56 136 75 61 56 26 3030- 222 120 102



再 生 産 年 齢 人 口 機 業 分 布

集計表4 (速達村)

年 齢 再生産年齢人数 農 民 工場労働者 幹 部 学 生

そ の 他小計 男 杏 小計 男 杏 小計 男 女 小計 男

女 小計 罪 女 小計 男 女15- 316 161 155 194 105巨 9

44 17 27 52 27 25 26 12 1420- 267 123 144 220 100 120 35 17 18 4 2 2 I 1

7 3 425- 289 134 155 244 101 143 3

5 29 6 7 4 3 3 330-. 222 120 102 185 91 94 26 24 2 2 2

9 3 635- 103 47 56 90 38 52

7 4 3 5 5 1 140- 105 43 62 87 29 58 13 12

1 2 2 3 345- 117 62 55 98 46 52 12 12 3 3 4 1

.3合 計 1.419690 729I.118510 608 172 115 57 23 18 5 53 28 25 53 19 34

女 子 初 婚 年 齢 状 況集計表5 (速達村)

年 齢 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980

1981 1982 198315-

12 3 10 3 3 3 1 4 7 4 220- 3



女 子 年 齢 別 出 生 数

集計表6 (速達村)

年 齢 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 198

1 1982 198315- 1 7 3

2 - 1 1 2 1 120- 17 22 16

22 20 23 25 17 21 26 13 24 46 2425- 18 12 17 19 14 16 18 14

13 21 15 10 15 1430-. 15 16 15 9 6 3 1 1 2 1 3 1 3

35- 8 ll 7 5 4 3 140-- 6 4 3 3 1 -

-45- 1合 計 65 72 58 58 49 46 45 33 38 1̀8 33 35 62 42

再 生 産 年 齢 既 婚 女 子 子 供 数集計表7 (速達

村)年 齢 再生産年齢既婚女子数 子供
なし 一 人 二 人 三 人 四 人

五人以上15- I I

20--



教育程度別既往出生児数

集計表8 (速達村)

･lt卜4LI歳 45-Ll9歳 5〔ト 54歳 55-

59歳女子人数小計 62 55

34 【 27衣千の教 に育 よ程 る度 分類 一文 旨 2

∠呈 41 29 26

∴ ∵ 31

ll 4 1

7 2 i

高等中学 1i大 学

出生児数小計 279 3日ー 200 163母 に

親 よの る教 子宵 供程 の度 分
頬 文 盲 i 112 2

32 176 155

′ト学 校

137 63 17 R初等中学 3O 9 7

.高等中学 h大 学 出 生

間 隔 に よ る 分 類集計表9

(速達村)初婚から 第一子から 第二子から 第三子から 第四子から

第一子分娩 第二子 第三子

第四子 第五千1970年TjHH

の也産間宿 ′ト 汁 225 202

182 14'1 103ヰ以内

63 1∵ 5 3 Ll一年～丁年半 55 38 1日 15

7ヰ 半～二年 30 3

5 26 3() ll二年～二

年半 27 38 36 26 25二年半～三年 13 20

41 22 18三年～三年半 5 22 21 ll 1

4三年半～凶年 L壬 川

14 9 7四年以上 28

32 29 28 171

975年以後の也産間
隔 小 計 2115 83

40 18 2一年以内 97



出生順位別出生数分布

集計表 10 (遠逮柳

1970-王973 1974-1977 1978-198O 1981-1

983小 計 241 166 1

17 13t;第 一 子 50

64 66 124第 二 子 37 1̀9 35 l

l第三子以上 154 53 16 3

結婚と出生間隔の分布集計表11

(速達村)㌦ ､ 四 十年
代 五 十 六 十 七 十 初蛸的 凹 十 五 十 六

十 七 十年 代 年 代 年 代間隔年数
年 代 年 代 年 代 年 代小 計 36 91 107 162 12

1 I 10 6 25 27 56 13

1 15 37 45 78 14

2 6 9 22 18

15 1 -3 1 5 5 7 16

4 2 6 4 2 17

5 1 2 1 18



再生産年齢女子避妊方法別実行者数

集計表12 (速達村)

年 今 輸精管結札 輸卵管結fL IUD 避柾薬 コンドーム リズム

法 その他15-

120- I 37 7 7

425- 3L壬 76

9 9 1 1̀30- 67 26 i 2

235- ノ42

▲l 1 2ilo-

53 7 245- 20 15

3′ト汁 216 165 18 19 i 17

再生産年齢女子の避妊を実行しない理由

集計表13 (遥遠村

)妊 娠 中 妊娠希望中 不 妊 宗 教 その他人 数 17 22 6 22

1970年-1980年妊娠結果分類集計表14

(速達村)人工中絶 人工中絶 自然流産 死 産 新生



再生産年齢女子の避妊知紹

集計表 16 (速達村)

再生産年齢女子がどこから避妊知識を

得たか再生産年齢女子の子供に対する見方年をとったとき子供

と同居したいか 子供が両統を養うことはは い いいえ 決めてない考えた よい習慣

義 務 やむをえfj:い よい乙とではない その他人 数 382 29 55 78 93 442 1

9誰か通産

を相続するか集計表 19

(速達村)長男.長女 男 子 すべての子供 老人の面倒を見る子供 考えたことがない その他人 数 72 131 117 157 62 5

家庭経済と生活状況集計表20 (遠達

村)総戸



耐 久 消 費 材 所 有 状 況

集計表21 (速達村)

HR 名 ! 数 量 値 段 (元÷120円)

腕 時 昌f 806 82,

820時 計 327 42

,257,2ラ ジ オ 342

83,279,2自 転 車 61

() 89,381.6ミ シ ン 170

24.75日沈 夕 ク 格 5

0テ レ ビ 121 43,798

電 気 冷 蔵 稀自 動 車

i) 65,ZOOト ラ ク タ 4 lO,086

その他農械貝 t 320 5̀l､749土地 ･生産量 ･収入状況

総耕地面積(畝
≒0.677-ル) 総
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再 生 産 年 齢 人 口 婚 観 状 況

集計表2 (両村合計)

年 齢 再生産年齢人数 未 婚 初 婚 再 婚 離 婚

死 別小計 男 衣 小計 罪 女 小計 男 女 小計 罪

女 小計 男 女 小計 男 女15- 6()H5til 317 291 597 313 2別 ll 4 720- 245

296 220 109 iHt∵ :う19 135 184 1 1 1 125-- 56̀

l266256114 298242 23 ll 535476 2

52 283 L壬 2 2 1 1 230-. 498 8

6 22 244 232 ll 6 5 1 1 235-

235 121 3 1 219 108 111 8 4 46 2 1 1 3 340-. 198 9Ll loヰ 3 3 185 9〔) 95 6

4 1 3Il5- 197 1O4 93 L143 178 96 82 7 3 4 1 1 ll 4 7合 計 2.HJIi,3961.44585'1 4日 1.923929 99̀1 36 15 21 6 3 3 21 5 16

再 生 産 年 齢 人 口 婚 姻 状 況集計表3

(両村合計)年 齢 再生産年齢人数 文 盲 小 学 校 初等中学 高等中学 大

学.専門学校以上小計 男 女 ･す 男 女 小計 男 杏 小計 男 女 小計 男 女

小計 男 女15- 608 317 291296 68 4 2 141 71 70 404 212 192 57127 30 2720-- 541 245 2

6 112 42 70 293 131 162 69 58 1 125- 564 266 298 18 18 186 67 119 253 134

119 107 65 4230- 498 256114 242 23 5 18 215 78 137 2

30 15



再 生 産 年 齢 人 口 賎 業 分 布

集計表4 (両村合計)

年 齢 再生産年齢人数 農 民 工場労働者 幹 部 学 生

そ の 他小計 罪 杏 小計 男 女 小計 男 杏 小計 罪

女 小計 ～ 女 小計 男 女15- 608541 317 291 406 258 18吊 ll7 19 28 3 1 2 1261 67 59 26 12 1420- 245 296 488 219 269 36 18 18 9 4 5 1

7 3 425- 564 266 298 514 230 285 35 29

6 ll 7 4 3 330- L198 256 242 459 225 234 27 25 2 3 3 9 3

635- 235 114 121 218 101 117 7 4 3

9 9 1 140- 198 94 104 178 78 loo 15 14 1 2 2

3 345- 197 ー04 93 175 84 90 13

13 6 6 4 1 3合 計 2.841i,3961.4452,4tW i.19511∵山 l80 122 58 43 32 ll 127 68 59 53

19 34女 子 初 婚

年 齢 状 況 [∃ 互31 ll 17 ll 6 8 5 4 6



女 子 年 齢 別 出 生 敬

集計表6 (両村合計)

年 齢 197O 197ユ】】972F197:3 1974 1975 1976 ー977 1978 1979 19とくり 198

1 1982 】98315- 8 12 5 7 2

2̀18 2 1 3 4 2 6 32O- 31i 47 4133 50 41 上13 45 45 54 33 45 79 5425-. 37 17

25 33 lH 25 331日 LlLI 3719 50 45 37 31 353()- 25 33 19 13 l‖ 7 ll =l 7 Li

1235- 22 小i ll 13

8 6 5 2 2 2 I 1.iO- 8 9 6 3 5 】

2 1 2 1Lt5-

129 1 1 1合 計 134 126 126 89 85 lO() いl 105 122 ワil 91 121 lO

4再 生 産

年 齢 既 婦 女 子 子 供 数集計表 7

(両村合計)年 齢 再生産年齢既婚女子数 信 供批 山 人 二 人 三 人 四 人

五人以上15- 7 4 3

20- 185 51 131 3



教育程度別既往出生児数

集計表8 (雨村合計)

･1O-44歳 ･15-49歳 50-54歳 55-5

ミ)読女子人数小計 104 93

74 64女 文 吉孟 ′ト学 校 3

9 71 54 56

52 l8 18 7背 よ 初等中学夏 名

高等中学頬 大 学

12

3 2 11 1

-出生児数小計 458 51(J 403 37

7母 に耗 よの る教 子育 供

文 盲 179 398 323

343小 学 校 233 90 67 Zと

も初等中学 43 16 13 6程 の度 分類 高等

中

学 3 6大 学 出 生

間 隔 に よ る 分 類集計表9

(両村合計)初婚から 第一子から 第二子から 第三子から 第四子

から第一子分娩 第二子 第三

子 第円子 第五子1970年リ別め

出産間隔 小 計 501 466 39

7 303 231一年以内 127

20 12 6 6-一年一一年半 139 63 30 30 12

-一年半～二年 64 81 56

51 32二年～二年半 59

94 72 55 45二年半～三年 18 46 76 (1

8 40三年～三年半 12 48 53 26 32

三年半～四年 19 31 30

18 20四年以上 63

83 68 69 441975

年以級の也産間宿 小 計

484 160 51 20

5州や以内 175 10 2



出生F頃位別出生数分布

集計表 10 (両村合計)

1978-198

0小 計 503 369

321 314第 一 子 124 1

15 lらl 24⊥l第 二 子 92 l33 83 49

第三子以上 287 121 87 ∵1

結婚と出生間隔の分布集計表11

(両村合計)iJ)摘時 !Jq 十
五 十 六 十 七 十 奴略的 凹 十 五 十 六 十 七 しト開岸完年数 年 代 年 代 年 代 年 代 問犠年数

年 代 年 代 年 代 年 代′ト 計 86 162 211 386 12

2 1 10 8 30

37 68 131 34 69 98 209 14

12 17 26 41 7ー 15 2

3 5 lO 13 2() 16 I

4 'i il ll 12 17

5 2 4 4 2 18 1



再生産年齢女子避妊方法別実行者数

集計表12 (両村合計)

年 齢 輸精管結fL 輸卵管結iL ⅠUD 避柾薬 コンドーム リズム

法 その他15-

2 1 120- Li 101 8 7 4

25- 74 157

12 9 1 430- 150 78 2 2 2

35- 69 37

4 240- 77 2

4 - 1 245- 24 34 1

1 3小汁 398 433 28 19 3 17

再生産年齢女子の避妊を実行 しない理也

集計表13 (両村合

計)妊 娠 中 妊娠希望中 不 妊 宗 教 そ の 他人 数 44 40 7 45

1970年～1980年妊娠結果分類集計表I4

(両村合計)人工中絶 人工中絶 自
然流産 死 産 新生児死亡 嬰児死亡 一人子証収 得 者

(1-3か月) (3-6か月) (人) (人) (人) (人) (人)数 量 139 47 204 16 15 34 19

再生産

年齢女子の避妊理由集計表15



再生産年齢女子の避妊知鴇

集計表16 (両村合計)

再生産年齢女子がどこ

から避妊知誠を得たか職 場 E

書 籍再生産年齢女子

の子供に対する見方誰が遺産を相続するか.- 長可 男 子

すべての子供 老人の面倒を見る子供 考えた その他人 数 154 332 220

250 187 9家庭経済と生活状況集計表20

(両村合計)総戸数 総人口

総収入 (元≒120円) ′ヽ 一 総部屋数(間) 住 宅総面積 倉庫数(間) 倉 庫総面積(戸) (人) 75 年 80 年 83 年
総



耐 久 消 費 材 所 有 状 況

集計表21 (両村合計)

州 名 数 量 値 段 (元手120円

)晩 時 計 1,598 171

.H91時 計 H97 67

,LiO2.8ラ ジ オ 7LILl

自 転 車 1,(ー63

ミ シ ン 421 63,865

洗 夕 ク 機 106 22,1

41.5テ レ ビ 240 97,16

8電 気 冷 蔵 俸自 動 車

川 70,200ト ラ ク タ ー

111 22Li,726その他農機具 748 438

,304土地 ･生産量 ･収入状況集計表22

(両村合計)総耕地面積(畝÷0.677-ル) 総生産量(斤≒0.5kg) 自留地面積(畝 ≒0.67アール) 自留他収入(元手120円) 請

負経営土地面積(畝辛0.677-ル) 請負 経 営土 地 収 入(元手120円)数 量 304.29
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1. 中国の人口家族計画の方向性

中国の人口政策はきわめて積極的であり､その強力な ｢1人子政策｣には､世界的にも反論や

疑問が少なからず呈せられているo

Lかし､10倍3千万余という巨大人Ljを抱えた中国が､1976年の人口増加率2,6%を現在1,1

%にまで低下させることに成功し､かつ今世紀末人口を12億以内という壮大な国家目標を掲げ､

かつ着々と実現への道を歩んでいることが､人口増に苦悩するアジア諸国,ひいては世界の人口

問題へ､大きな希望と勇気を与えたことは､大きな成果といわねばなるまい｡

ただ人口問題はその本質からいって､1つの問題の解決は､すなわち新たな問題の端緒である

のが必然である0人Llの高齢化も然りであるし､また､従来の家族計画への重点が､経済発展と

ともにより幅広い人口問題へ移行していくのは当然であろう｡

2. わが国への期待と現状

前述のように､中国の人口政策は家族計画中心から､より広範囲なものに発展しており､その

実現に際して､わが国の経験や先進技術に対し､協力への期待は大きい｡

その､中国人口問題の方向性と､それに関連してのわが国への要望は以下のように整理できよ

う｡つまり､

(1)人口動態システムの確立

人口動態統計システムの確立･管理 ･運用に関する協力

(2)人口･吉書画生育関連の調査研究技術の向上

(3)幹部教育システムの向上

(4)人口学 ･医学 (母子保健)･遺伝学等の学術交流

などである｡

ただ､わが国の人口･家族計画分野への国際協力は､方針として､開発途上国の人口政策や出

生抑制を支援はするものの､直接的援助は避け､専門家への技術伝播､教育用資機材の提供など

に限定されており､中EElに対してもこの方針は同様であるo

このわが国の姿勢は､その協力の方針と内容を含め､中国側は現在のところ歓迎しており､妥

当なものといえるだろう｡

そこで､今後の中国の人口問題の方向性を跨まえ､あえて若干の提案を試みたい｡
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3. わが国の協力に対する提案

(1) わが国の協力の主体は､計画生育 (人しい 家族計画)の宣伝教育に関するハート面の支援で

あり､協力費の90%が機材供与によって占められているのほ､わが国の技術協))の紙,点からは

議論のあるところであろう｡しかし､中国の人口規模,計画生育プロクラムの大きさからして､

映像プロシェクタ一等機械材供与額の2倍円程度は､最低限必要と思われる.

また､供与機材の使用に際しては､事前に十分な使用甜明･教育を行い､使用者がその機材

を自由に使いこなせ､かつ簡単な修坪までも含む梅村維持が可能なレベルにまで協力すること

が必要であるO

同時に､わが国側でも､機材の管理 ･維持の問題に対処できるような休制の弓削荷が必要であ

り､たんなる物の供与にとどまってはならないO

たとえば大型映像プロジェクターの供与にしても､その機能を生かす大型スクリ-ンか欠如

しているため効果を生かしきっていない一例もあるO

(21専門家受け入れ､専門家派遣､研修員受け入れ等､人的交流の重要性は､協力においていっ

そう強く認識されるところであるOかつてはその交流も家族計画分野を中心に進められたが､

前述のように中国の出生抑制の成兜､家族言I画の普及がみられている現在､人u･家族計画と

いう広い立場から､総合的交流とあわせて医学 ･遺伝学 ･統計 ･人 口プロクラムの推進･評価

管理等､分野別によるさらに1歩進んだ人的交流を行い､充実をはかるべきであろう｡

(31新しい人U･家族計画プロジェクトが､経済社会そして民生の安定 ･住民の福祉等に結びっ

く重要なプロジェクトであるとき､基礎研究､調査研究およびノウハウの蓄積はいっそう重要

となるO今回の日中協力人L｣･家族計画基礎調査はその第1回としてきわめて意義あるもので

ある｡研究者の育成､研究水準の向上､学術 ･文化的交流 ･政策の決定等に多種の貢献が期待

されることから､共同研究､共同調査をさらに活発に行う必要があろう｡

現在は､世界各国の相互依存の関係が､ますます密になっており､とりわけ日本 ｡中国の関係

は､地理的条件も相まって今後いっそう盛んになることが予想される｡協力関係の上で助ける国､

助けられる国という明確な分類は不可能であり､けっきょくは互いに相補なって存在を保ってい

るのが実情である｡したがって､それぞれの国の存在と繁栄に国際協力は不可欠という認識が肝

要なのではあるまいか｡
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調査団日程およびメンバー





⑳調 査 日 程

期間 :昭和59年三3月22日～4月7日

調 査 概 要

3月22日 (木)

23日 (金)

24日 (土)

28日 (水)

29日 (木)

30日 (金)

31日 (土)

･成田発､北京着

･国家計画生育委員会室玉昌外事処処長以下 中国側と会議 ･調査打負

せ

･資料収集

･赤星､飯島両団員 JICA事務所訪問､協議 ･打合せ

･国家計画生育委員会王偉主任主催歓迎宴

･劉静中国人民大学人u揮論研究所所長以下と協議 ･調査

｡JICA八島所長以下と協議 ･打合せ､昼食会

･国家計画生育委員会杜祥金外事処削処長より計画生育行政の説明をう

ける

･科学院発育生物学研究所見学 ･調査

･資料整理､調査票整理 ･作成

･北東計画生育宣伝教育センター見学 ･調査 ･協議

･北京発 吉林省長春着

･国家計画生育委員会肖振南統計処処長､吉林省計画生育委員会陳勝刺

副処長以下より吉林省計画生育概況の説明及び調査打合せ･協議

･吉林省計画生育委員会王平副主任主催歓迎宴

･赤星､飯島両団員帰国

･永吉県万呂郷裕華村､フィールド調査

･肖振南処昆以下と調査集計方法打合せ

･吉林市郊外歓喜郷速達村､フイ-ルド調査

･曹国明言林大学人□研究所副所長以下と協議･調査

･長春発､北京着

･日中友好病院見学 ･調査

｡北京発､四川省成都着

｡四川省計画生育委員会萎縮副主任以下より四川省計画生育概況説明を

うける
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調 査 概 要

3月31日 (土)

4月 1日 (日)

2日 (月)

3日 (火)

4日 (水)

5El(木)

6日 (金)

7日 (土)

｡矧日大学人r帽f究所趨世利所長以下と協議 ･調査

･妻瀬副主任主催歓迎宴

･資料紫fER､打合せ

･成都言t匝性 育宣伝教育サブセンター見学 ･調査

･成都発､垂慶着 (天候不順の為)

･垂慶発､武漢着

･湖北省計画生育委員会項金安副処所より湖北省計画生育概況説明をう

ける

･湖北省計画生育委員会梁文達副主任主催歓迎宴

･武漢大学人U研究所讃崇台所長以下と協議 ･調査

･武漢発,上海着

･資料整理､打合せ

･上海市引画A=育委員会楊如阜副主任より上海市計画生育概況説明をう

ける

･JEi旦大学人口研究所桂世搾所長以下と協議 ･調査

･桂世昨所長主催歓迎宴

･上海吉t画生育室伝教育サブセンター見学 ･調査

･上海発､北京着

･国家計画生育委員会干旺総合計画司司長以下と調査総括会議

･答礼宴､国家計画生育委員会季宗権副主任以下出席

･資料整理

･北京発､成田着
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⑳調査団メンバ-

氏名および所属 業 務 分 担 期

間至>邑 昇 現地調査作業管理 昭和59年 3

月22日削森力事業団調達部調査役

･-28日引,.LL祭協力事業団総務部管理課課長代理 同 上

同 上氏名

および所属<日

本側>1)黒田俊夫日本大学人口研究所名

誉所長2)小林和正

日本大学人口研究

所教授3)吉田成良アジア人口･開発協

会参与4)飯尾晃一

日本経済研究センター

主任

研究員5)鶴間幸夫アジア人ロ･開発協

会嘱託6)永井義男アジア人口 ･開発協会嘱託

<中国側>1) 肖 振 南国家計画生育委員会統

計処処長2)陳 勝 利

吉林省計画生育委員会

統計

処副処長3)王 勝 今

吉林大学人

口研究所4)悦 家 俊国家計画生育委員会外事処 総

括､

人口政策等人口一般人

口動態､家族計画一般､フィー

ルド調査(集計 ･分析)人口 ･家族計画プロ

グラム生活 ･経済一般

生活 ･経済一般資

料収集 (家族計画プログラム

フィールド鞠査､輔佐)生活 ･経済一般 (フィール

ド調査､補佐)調査総括協力および現地

調査

同 上

同 上

同 上-145-

昭和59年3月22日
～4月7日

同

上同 上

(国内作業のみ)

昭和59年3月22日



⑳調査協力者

手 鑑 同家計画生育委員会総合計画司司長

黄 玉 自 国家書1画生育委員会外事処処長

杜 祥 金 国家計画生育委員会外事処副処長

張 学 沌 北京計画生育室伝教育センタ-副主任

史 痕 仙 科学院発讃生物学研究所副研究員

劉 家 山 中国人u情報資料センター副主任

徐 毅 中国人口情報資料センタ-副主任

馬 利 中 中国人u情報資料センタ-日本語通訳

劉 静 中国人民大学人u理論研究所所長

郎 泡 揮 中国人民大学人口部 会研究所教授

王 平 吉林省計画生育委員会副主任

王 志 良 吉林市計画生育委員会主任

酉 明 国 吉林大学人口研究所副所長

王 広 義 吉林省自演思医科大学教授

妾 楯 四川省計画生育委員会副主任

壬 世 桂 四川省計画生育委員会統計計画処削処長

左 要 衝 成都宣伝教育サブセンター主任

禎 世 利 p到り大学人口研究所所長

梁 文 逮 湖北省計画生育委員会副主任

項 金 安 湖北省計画生育委員会業務所副処長

滞 崇 台 武漢大学人口研究室主任

検 知 早 上海市言†画生育委員会弁公室副主任

蕗 温 芽 上海宣伝教育サブセンター主任

桂 世 搾 賀旦大学人口研究室主任

満 妃 一 夏旦大学人口研究室副主任

吉富宣夫 在中国日本大使館二等書記官

八島継男 国際協力事業団北京事務所所長
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⑳調査協力機関

u本大学人LJ研究所

中国国家計画生育委員会

北京市言t画生育貿伝教育センター

中国人口情報資料センタ-

中国人民大学人口理論研究所

科学院発育生物学研究所

吉林省計画生育委員会

吉林市計画生育委員会

永吉県計画生育委員会

歓喜郷計画生育弁公室

万呂郷言佃 生育弁公室

吉林大学人口研究所

四日F省計画生育委員会

成都計画生育室伝教育サブセンタ-

四川大学人口研究所

湖北省言1両生育委員会

武漢大学人口研究室

上海市計画生育委員会

上海市言1画生育宣伝教育サブセンター

宴旦大学人口研究室

ー147ー



中国人口統計専門家個別研修

期 間 : 昭和59年6月 11日～6月24日

氏 名: 肖振馬(中国国家吉子画生育委員会計画統計処処長)

陳勝利(吉林省計画生育委員会削処長)

王勝今(吉林大学人口研究所研究員)

日 程 表

6月HE](月)

6月 12日(火)

6月13日(7E()

6月14日(木)

6月 15日(金)

6月 16日(土)

6月 17日(日)

6月18日(月)

来日 (JL782 19:15着)

JICAオ リエンテーション

JICA医療協力部表敬

APDAプロクラムオリエンテ-ション

"日本の人口事情"黒田俊夫(日本大学人口研究所名誉所長)

"KAP調査"小林和正(E]本大学人口研究所教授)

"出産力調査n小林和正(前出)

"El本の経済発展と人口転換n岡崎陽-(厚生省人口問題研究所所長)

コンピュータ-萎､文献センター見学

n中国フィール ド調査一 出生率と生活水準関連調査N分析 黒田俊夫

(前出)､小林和正(前出)

"日本の国勢調査 ･家計調査〝総理府統計局

井出満(国勢統計課課長)

酒井忠敏(消費統計課課長)

休 日

(移動 上野 -新潟)

新発田市役所

近寅彦市長表敬

"新発田市概況〝藤倉庄平助役

"新発田市人口動態 ･母子保健概要"森忠三健康管坪課長

(財)二市北蒲原郡総合健康開発センター､中井保育園､青少年センタ

ー見学
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6月19日(A)

6月20日(水)

6月21日(木)

6月22日(金)

6月23日(土)

6月24日(日)

新潟県庁

笠原健一郎出納長表敬

"新潟県衛生概況〝服部坦衛生部長

"新潟県人口動態〝上村桂公衆衛生課長

村松町役場

茂野敏郎町長表敬

"村松町概況"阿部直之助役

農家見学(村川家)

(移動 新潟 -上野)

"日本の人目動態統語i方法"

厚生省大臣官房統計情報部

菅野忠典人口動態統計課課長補佐 コンピュータシステム見学

"中国フィール ド調査一 出生率と生痛水準関連調査(前出)､小林和正

(前出)

"総括討論〝

黒田俊夫(前出)､小林和正(前出)他

JICA報告

帰国 (JL7819:40)

以 上
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出生率と生活水準との関係についての

日中共同調査研究の実施に関する覚書





日本国国際協力事業団 (以下 ｢JICA｣という)と中華人民共和国国家計画生育委員会

(以下 ｢国家言!生委｣という)は､標記共同調査研究の実施のための覚書について協議した｡

日本政掛 こよる技術協力の実施機関であるJICAは､日本国において施行されている

法律および規則に従い､本件共同調査村f究を実施する｡

中華人民共和国政府の本共同調査研究に関する担当機関である国家計生香は､中華人民

共和国において施行されている法律および規則に従い､本件共同調査研究を実施する｡

JICAおよび国家計生委は､本件共同調査研究の内容､範囲､スケジュ-ルおよび本件

実施に当って双方がとるべき措置等について､下記の実施細則を定めた｡

協力の内容および範囲

中国側は､El本側と協力して､出生率と生活水準との関係についての共同調査研究を実

施し､そのE]的は､Ellf]両国における人口･家族計画の研究を通じて､現在実施中のプロジェク

トに資するとともに､今後の協力の有効な実施と発展に資することとする｡

本件共同調査研究は､中国における実地調査および日本側による日本の農村調査資料の

提供を骨子とする｡

1.調査内容 別表のとおり｡ただし､必要に応じ技術的問題について再協議するこ

ととする｡

2.実地調査対象地 吉材省吉林市郊区歓喜公社および永吉県万昌公社の二公社内から各-
(於･中国)

大隊を選定する｡

3.調査研究期間および日程

期間は､1984年3月から同年6月までのおよそ4カ月間とする｡1984

年3月から5月までの間に実地調査を実施する0 5月から調査資料を

整理する｡中国側は中国側の調査資料を整理し､取りまとめ､日本側

はE]本側の調査資料を整理し､取りまとめる｡その後､日中双方は夫

取々りまとめた調査資料を交換し､双方の専門家により共同研究し､

稚告書にまとめることとする｡

4 中国側がとるべき措置

実地調査を円滑に実施するために､中国側は､中華人民共和国におい

て施行されている法律および規則に従い以下の措置をとる｡

(1)中国側専門家および調査参加者の人件費の負担｡

(2)現地調査のために必要な事務所の提供｡

(3)E]本側専門家の現地視察に必要な通訳の提供｡

(4)日本側専門家の現地視察に必要な諸許可取得の手続きの実施｡

(5)日本側専門家の訪中に際しての税関手続きの援助｡
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(6)本件調査研究に直接関連する資料で必要とされる諸資料の提供0

5. E]本側がとるへき措置

川 中国における実地調査の実施に.関連する経費の負担｡

(2) 日本側専門家の訪中旅費および中国における国内交通費の負担O

(3) 中国側専門家の訪日旅費の負担｡

(4) 中国側専門家の現地視察に必要な諸許可取得の手続きの実施O

(5)日本側専門家の粥行機材の輸送経費の負担O

(6) 中国側専門家の訪日に際しての税関手続きの援助｡

(7) 本件調査研究に直接開通する資料で必要とされる詰資料の提供.

6 JICAは､本覚書第5条第 1項の実施に関し､適当な日本の民間機関を確定する｡

7 本覚書に記載されていない事項については､本件共同調査研究期間中に双方協議して解決

することとする0

1984年3月9日 於 ･北京

日 本 国 中 華 人 民 共 和 国

国瞭協力事業団代表 国家計画生育委員会代表

北 京 事 務 所 所 長 外 事 処 処 良

八 島 継 男 董 玉 昌

/＼鳥越弟
丁一L:I
-i/乙､e
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